
 

 

 

 

 

 

 

 

壱岐市行財政改革実施計画 

（令和２年度改定版） 
 

                
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壱 岐 市 行 政 改 革 推 進 委 員 会 

令和３年度分点検表 



令和３年度分　　壱岐市行財政改革実施計画点検表一覧  

番号 項　　目　　名 ﾍﾟｰｼﾞ
達成
状況

担 当 課 関係部署

1 壱岐市総合計画の推進 1 △ 政策企画課 全部署

2 政策評価の推進 3 ○ 政策企画課 全部署

3 行政情報の一元化及びＩＴを活用した情報発信 5 △ 総務課 関係部署

4 敬老事業の見直し 7 ○ 市民福祉課

5 老人ホームの運営手法改善 9 △ 市民福祉課

6 生活保護適正化の推進 11 ○ 保護課

7 道路・水路等の維持管理・整備要望等の対応 13 △ 建設課 関係部署

8 保育所の適正配置 15 △ こども家庭課 教育総務課

9 幼稚園の適正配置 17 △ 教育総務課 こども家庭課

10 基幹系システムの効率化 19 ○ 情報管理課 全部署

11 庁内コミュニケーションの効率化に向けたＩＴの導入 21 ○ 情報管理課 全部署

12 ペーパーレス化・電子決裁の推進 23 △ 総務課 全部署

13 Ｗｅｂ会議による新たな働き方の推進 25 ○ 情報管理課 全部署

14 光熱費、水道、電話使用料の節減 27 △ 総務課 全部署

15 機器の適正配置 29 ○ 管財課

16 保健事業の評価と見直し 31 ○ 健康増進課・保険課

17 港湾・漁港施設等の維持管理・整備要望等の対応 33 △ 水産課 関係部署

18 執務環境の整理及び見直し 35 △ 消防本部

19 幼稚園・保育所運営の民間委託検討 37 △ こども家庭課 教育総務課

20 市道の維持管理、委託体制の検討 39 △ 建設課 関係部署

21 指定管理者制度の推進 41 ○ 管財課 関係部署

22 公共施設等総合管理計画の推進 43 △ 管財課 関係部署

23 庁舎の適切な管理の推進 45 △ 管財課 関係部署

24 未利用地の有効活用 47 △ 管財課 関係部署

25 組織機構の見直し 49 △ 総務課

26 事務所機能の見直し 51 △ 総務課 各支所

27 小学校の適正配置 53 ○ 学校教育課

28 外部の専門的知識の積極活用 55 △ 政策企画課・ＳＤＧｓ未来課・管財課 関係部署

29 イベント交流の推進 57 － 観光課 関係部署

30 人事評価制度の活用 59 △ 総務課

31 定員の適正化及び適切な人員配置 61 ○ 総務課

32 人材育成基本方針に基づく職員育成 63 △ 総務課

33 窓口サービスの向上 65 △ 市民福祉課 関係部署

34 ホームページの充実 67 ○ 総務課 全部署

35 壱岐市ケーブルテレビの活用推進 69 ○ 総務課 全部署

36 コミュニティ行政の見直し 71 △ SDGs未来課

37 自治基本条例に基づくまちづくりの推進 73 △ 政策企画課 全部署

38 地域担当職員制度の推進 75 △ SDGs未来課 政策企画課

39 自主防災組織活動の推進 77 △ 危機管理課

40 市民主体の市内一斉清掃の実施 79 △ 環境衛生課

41 ごみ堆肥化容器活用による生ごみの減量化 81 △ 環境衛生課

42 リサイクル報奨金の見直し 83 － 環境衛生課



令和３年度分　　壱岐市行財政改革実施計画点検表一覧  

番号 項　　目　　名 ﾍﾟｰｼﾞ
達成
状況

担 当 課 関係部署

43 男女共同参画基本計画の推進 85 △ 政策企画課 関係部署

44 健全な財政運営の維持 87 △ 財政課 全部署

45 企業誘致の推進 89 △ 商工振興課

46 移住・定住の推進 91 △ 政策企画課

47 医療費適正化の推進 93 ○ 保険課

48 水洗化の普及促進 95 △ 上下水道課

49 選挙事務経費の縮減 97 △ 選挙管理委員会

50 補助金等の適正化 99 ○ 財政課 全部署

51 ふるさと納税の推進 101 △ 政策企画課 関係部署

52 ネーミングライツ事業の推進 103 △ 社会教育課

53 市税・使用料等の滞納額の縮減 105 ○ 税務課 建設課

54 受益者負担の適正化 107 △ 財政課 全部署

【補足】
No.29イベント交流の推進
→コロナ禍により、イベント開催がなかったため、達成状況を「－」としています。
No.42リサイクル報奨金の見直し
→令和２年度で事業廃止となっているため、令和３年度の点検項目から除外しています。
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １ 項 目 名 壱岐市総合計画の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部  政策企画課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

変化する社会情勢や多様化する市民ニーズを総合的に踏まえ、市民一人ひとりの

多様性を理解しつつ、寄り添い、ともに助け合い、繋がることを通じて進化を続け

る社会を目指す。 

（効果・目標） 

人口が減少しても、持続可能で豊かに暮らせる社会・経済を創る。 

（市民参加、共創・協働） 

 市民参加による全市的な事業実施 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

第３次壱岐市総合計画の２年目として、令和６年度の目標達成に向け、各部署

において必要な事業に取り組んだ。コロナ禍の影響により計画どおり実施できな

い事業もあったが、成果指標（KPI）の達成率は前年度より上昇した。 

目標達成の為の具体的な事業について、壱岐市振興実施計画を作成し、政策評

価推進本部において事業の必要性や有効性等を検証し、予算への反映を行った。 

 

【成果指標（KPI）の達成状況】 

達成率 R2 年度 R3 年度 

100％以上 16.1％ 22.1％ 

80％以上 100％未満 1.3％ 3.4％ 

50％以上 80％未満 10.1％ 8.1％ 

50％未満 71.1％ 64.4％ 

未評価 1.3％ 2.0％ 

 

 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

第３次壱岐市総合計画においては「誰一人取り残さない協働のまちづくり」を基

本理念に６つの基本目標を掲げ関係各部署が総合計画の推進に取り組んでいる。 

 

問

題

点 

 コロナ禍の影響により計画どおりに事業が実施できず、実績値を大きく下げた指

標もある為、状況に応じた事業内容の改善・見直し等が必要である。 
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今

後

の

方

策 

 各年度終了時における成果指標（KPI）の達成状況を評価するとともに、個別事

業については政策評価による効果検証を実施し、必要に応じた事業の見直しや課題

への対応等を行うことにより、目標達成に向けた取組を引き続き推進していく。 

 

 

 

 

番号  １  項 目 名 壱岐市総合計画の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

総合計画は、本市が今後取り組もうとする「まちづくり」の方向性を示すもの

で、すべての計画の基本であり、地域づくりの最上位に位置づけられる計画であ

る。アフターコロナを見据え、「誰一人取り残さない協働のまちづくり」を目指

し、本計画に基づく事業実施に当たるとともに、今後も進捗状況の検証に努める

こと。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 成果指標（ＫＰＩ）の達成率が上昇したことは素晴らしいことである。コロナ 

禍で計画どおり実施できない事業もあると思われるが、今後も検証をされ、計画 

内容や目標の見直しをされながら進められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２ 項 目 名 政策評価の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部  政策企画課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

事業等の効果や成果を評価するための政策評価システムを構築し、評価結果をフ

ィードバックすることにより効率的に事業を推進する。 

（効果・目標） 

第３次壱岐市総合計画の進行管理及び事業等の成果を評価・検証し、自主的な見

直しを行うことによる成果重視型市政の実現を図る。 

職員の意識改革、政策立案能力の向上、住民への説明責任を確立する。 

（市民参加、共創・協働） 

 評価結果の市民への公表、外部評価の実施による意見聴取 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

壱岐市政策評価に関する要綱第６条に基づく外部評価を実施し、外部評価によ

る意見を反映させ市民への公表ができた。 

外部評価対象事業の抽出にあたっては、壱岐市財政基盤確立推進本部及び補助

金等検討委員会による事業評価との重複を避け、各課の事務負担の軽減及び効率

化を図った。 

 

○ 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

外部評価の意見を反映させ、市民への公表ができた。 

 

問

題

点 

 達成目標の設定が不十分な事業については随時改善を行ってきたが、依然として

実情に即していない指標や数値を設定している事業が見受けられる為、的確な目標

設定となるよう再検討が必要である。 
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今

後

の

方

策 

 政策評価の結果に基づく事務事業の改善、見直しを行い、次年度の振興実施計画

に反映させることで、PDCA サイクルを確立させた確実な取組とし、成果指標の達

成に向けて引き続き推進する。 

 

 

 

番号  ２  項 目 名 政策評価の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

市民の意見を反映させるため、外部評価を引き続き実施するとともに、財政課

と十分連携を図り、予算編成に反映させること。また、計画内容や目標設定につ

いて必要な見直しを図り、効率的かつ成果重視の市政実現を目指すこと。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 外部評価をされ、事業にフィードバックをし、さらに結果を市民に公表されて 

いることや、外部評価対象事業を絞られたことで、各課の事務負担の軽減にも繋 

がったことは、良いことである。これからも今後の方策のとおり進められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３ 項 目 名 行政情報の一元化及びＩＴを

活用した情報発信 

令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 
毎月発行する広報紙「広報いき」では、各部署の情報の集約を行い、更にケーブ

ルテレビの活用や報道への情報提供などにより、回覧文書等の低減を図る。 

また、ホームページやＳＮＳを活用し、「だれでも」、「いつでも」、「どこでも」、
新しい情報を得ることができるよう行政情報や市内イベント等の情報を発信する。 

（効果・目標） 

回覧文書の低減によるペーパーレス化を推進し、消耗品費等経費の節減を図る。
また、配布等に係る手間が減ることで市民の負担が軽減される。 
ＳＮＳによる情報発信によりホームページ閲覧数が増加する。 

（市民参加、共創・協働） 

 ＳＮＳ等の発信により、市のページをフォローされた方を介して、相互フォロー
された方などへ情報が拡散される。 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

【総務課】 

・各戸配布・回覧については、情報一元化のため極力行わないこととし、平成２７年５月

から、毎月第１週目の自治公民館配布を中止しており、印刷等に係る経費の節減及び配

布者の負担軽減につなげている。 

・紙媒体による行政情報の一元化に向け、できる限り紙媒体での発信は月１回発行の広報

紙に集約するよう努めている。 

・ＩＴを活用した情報発信としては、市ホームページ並びにケーブルテレビをはじめ、壱

岐市公式ＬＩＮＥやフェイスブック等の各種ＳＮＳを活用するなど、多岐にわたる情報

媒体を活用して情報発信を行っており、効果的な情報発信及び市民等利用者の利便性向上

を図っている。 

【財政課】 

例年、壱岐市の財政状況を広報いき５月号及び１１月号で周知しているが、今年度は壱岐

市の財政基盤の取組の回覧文書を別に作成し、配布している。 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 
 

問

題

点 

 広報紙の原稿締切は発行月の２カ月前の２０日頃であり、締切に間に合わない情

報などは各戸配布や回覧等で対応するケースもあるため、完全な集約は難しい。各

課においてＳＮＳの運用を行っているが、さらに効果的な活用について検討する必

要がある。 

今

後

の

方

策 

【総務課】 

情報化社会の中で、オンラインでの情報発信の重要性を再認識し、デジタル弱者の方に

も配慮しながら紙媒体での周知等を極力減らしていく。 

複業人材を活用し、市ホームページやケーブルテレビ、情報管理課において令和３年度

から導入している壱岐市公式 LINE をはじめ、各種ＳＮＳ（フェイスブック、ツイッター、

ブログ、インスタグラム）等、ＩＴを活用した情報発信のノウハウを享受しながら、効果

的な情報発信を行っていく。 
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【財政課】 

各自治公民館の配布負担軽減、経費節減等の観点から、可能な限り広報紙に掲載し、回

覧文書の削減に努めたい。 

 

 

番号  ３  項 目 名 行政情報の一元化及びＩＴを活用した情報発信 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

各自治公民館の配布負担軽減、経費節減等の観点から、可能な限り広報紙への

集約を行い、回覧文書の削減に努めるよう、職員への周知徹底を図ること。また、

複業人材を活用し、既存の各種ＳＮＳの活用についてアドバイスを享受しなが

ら、情報発信の充実及び行政情報の一元化につなげること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

 

 壱岐市公式 LINE は高齢者にも利用されていると思われる。回覧の 1 週目の 

中止は定着しているので、今後もデジタル弱者にも配慮しながら行政情報の一 

元化及び IT を活用した情報発信に努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４ 項 目 名 敬老事業の見直し 令和４年９月３０日提出 

所管部署 市民部  市民福祉課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

 敬老事業の在り方については、これまで送迎バスの運行や市内公募団体による演

芸など実施し市主催の敬老会への参加率向上に努めていたが、全体的に参加率が低

い状況のため、令和３年度より自治公民館・まちづくり協議会での事業実施への支

援を行うこととし、見直しを図っている。 

（効果・目標） 

壱岐市敬老事業補助金として有効な経費支出を実現する。 

（市民参加、共創・協働） 

 まちづくり協議会・自治公民館等地域の協力を得る。 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 令和３年度においては、毎年各町で開催していた市主催の敬老会は行わないこ

ととし、壱岐市敬老事業補助金として、まちづくり協議会や自治公民館、福祉施

設等で実施される敬老行事・記念品配布の経費へ支援を行った。 

 敬老事業に係る経費について、70 歳以上の対象者一人につき 1,000 円を上限に 

補助している。 

 

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

まちづくり協議会・自治公民館等地域の協力を得ている。 

 

問

題

点 

 多くの自治公民館及び地域や施設で取り組んでもらっているが、まだ未実施の地

域もあり、また、自治公民館等への未加入者等への対応も含め、今後の敬老事業の

在り方について、更なる検証が必要である。 

今

後

の

方

策 

 令和３年度より開催方法を見直し、高齢者が出席しやすい地域の公民館やまちづ

くり協議会などの単位で取り組んでもらい、実施日も「敬老の日」に限らず年度内

で地域の都合に合わせて開催することとしている。今後３年間施行し、検証を重ね

ながら、その後に繋げていきたい。 
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番号  ４  項 目 名 敬老事業の見直し 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

事業実施方法の見直しの検証を行い、まちづくり協議会での開催等を含め、参

加率向上に向けた検討・協議を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 自治公民館長会や、まちづくり協議会の壱岐市地域協議会等での十分な説明を 

されて、今後もまちづくり協議会・自治公民館等地域の協力を得る方向で進めら 

れたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ５ 項 目 名 老人ホームの運営手法改善 令和４年９月３０日提出 

所管部署 市民部  市民福祉課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

現在の外部サービス利用型特定施設入居者生活介護から、一般型特定施設入居者

生活介護への意向を目指し、そのことにより要介護度別に報酬算定できる包括報酬

になるため、介護収入が増加となる。また、職員の配置や業務内容・夜勤体制にも

柔軟性が生まれ、より効果的な運用を図っていくとともに、さらなる運営手法の研

究を推進していく。 

（効果・目標） 

民間活力の導入、運営経費の削減、画一的なサービスから柔軟で適切なサービス

への提供へ 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

→ → 実施 → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 ・準備委員会を開催し、業務内容の確認や検討を行った。 

 ・運営規定の見直しが変更申請に必要であることから、視察を行った施設より 

  情報収集を行った。 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 ・入所者や家族の事業変更への理解 

 ・機能訓練指導員等の必要人員の確保 

  

今 

後

の

方

策 

 令和５年度からの一般型特定施設入居者生活介護の運営形態移行に向け、職員の

配置や業務内容・勤務体制の変更を検討し、シミュレーションでの検証・課題抽出

及び変更を行うとともに、利用者や家族との契約変更を行いスムーズな移行をす

る。必要な経費を精査・検討を重ね、より効果的な運用を図っていくとともに運営

基盤を強化する運営手法を推進していく。 
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番号  ５  項 目 名 老人ホームの運営手法改善 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

介護保険事業計画に基づき、運営手法の研究を重ね、引き続き一般型の指定事

業所への移行に向けた調査・検討を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 要介護者に応じた効果的なサービスを提供でき、また、介護収入が増加する 

ように、一般型の指定事業所への移行に向けた準備を積極的に進められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ６ 項 目 名 生活保護適正化の推進 令和４年９月１４日提出 

所管部署 市民部 保護課 関係部署      

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

市民生活部門でのサービス調整会議を通じて、生活保護以外の保障制度の活用に

ついて研究し、職員の資質向上と生活保護の適正な給付を図る。 

（効果・目標） 

他法優先の生活保護制度に基づき、適正なる保護の決定・給付を行う。 

→毎月１回の課内会議を実施 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取組状況及び目標達成状況 

生活保護の基本原理として、「保護の補足性の原理」は制度運用での基本原則で

あり、これに基づき申請前の相談の段階から制度の主旨説明を十分行い、資産の把

握、他法他施策の活用等により保護の要否判定を行っている。訪問調査段階では、

世帯類型により訪問格付けを行い、訪問目的を明確にして効果的な訪問活動と、ケ

ース処遇の充実及び適正な保護の実施に努めている。（ケース診断会議を７７件実

施した。）また、毎月の課内会議においても、職員同士の相互研修により知識・技

能の向上及び共有を図っている。（課内会議を毎月実施した。） 

生活保護費の６割を占める医療扶助の適正化を図るために、電子レセプト管理

システムを有効に活用するとともに、後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及

促進を図っている。（レセプト点検率１００％、後発医療品使用数量８８％） 

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 生活困窮・病気・環境等、多様な問題を抱えるケースに対し、最低限度の生活保

障と自立の助長を図ることを目的とする生活保護制度の適正な実施のため、専門的

な対応を求められる職場である。そのため、職員が精神的ストレスを受けることも

多く、相応の職員配置と後継者育成のための計画的な人事が重要である。 

今

後

の

方

策 

 生活保護は最終のセーフティネットであり、生活保護の前段として、要援護者に

対する福祉・保健と連携したサービスを総合的に提供できる福祉事務所機能を形成

することが必要であり、生活保護の決定や運営については、各部門・関係機関との

連携を密にし、組織的対応に努める必要がある。 
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番号 ６  項 目 名 生活保護適正化の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

各部門・関係機関との連携を密にし、組織的対応により、生活保護適正化を図

られたい。また、職務上、専門的な対応を求められることから、課内はじめ関係

機関等との連携を密にするとともに、研修等の実施により知識・技能の向上に努

められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 生活保護の決定や運営は各部門・関係機関との連携を密にされたい。また、 

専門的な対応ができるように、課内研修や後継者育成にも努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ７ 項 目 名 道路・水路等の維持管理・整備 

要望等の対応 

令和４年９月２９日提出 

所管部署 建設部 建設課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

 自治公民館・団体等の要望事項は随時受付を行い、市内各地区の整備水準の均衡

を図りながら取り組み、災害や維持管理上危険個所については、随時電話等による

受付を行いながら優先順位をつけ現場対応を行い、迅速な対応を図る。 

（効果・目標） 

効果的な運営による財政負担の軽減や住民サービスの向上 

（市民参加、共創・協働） 

 各自治公民館での市道維持管理においては市民参加により行われている。 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 要望事項は随時受けて付けており、住民サービスや市道維持管理の観点から現

場確認を行い、限られた予算の範囲で優先順位を付けて対応している。 

 また、特に災害等の緊急時は倒木等で通行不可能な路が出てくるため、職員に

よる撤去や壱岐地域災害発生時における支援体制を整え、業者と連携し迅速な対

応を行い、道路管理者として安全で安心して通行できる道路整備を行うよう対応

に努めている。 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 地域住民の高齢化は進んでいるが、地域行事としての道路維持管理作業には参加

され、地元力を活用し整備がなされている。 

 

問

題

点 

 近年地元住民の高齢化が進んでおり、地域での維持管理に限界が来ている自治公

民館も出てきてはいる。 

 現在各地区で発足している、まちづくり協議会とも連携しながら、維持管理につ

なげていけるよう促している。 

今

後

の

方

策 

 要望事項は今後も随時受付を行い、迅速な対応、また、他地区との均衡性を保ち

ながら、予算の範囲内で適切に対応をしていく。 
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番号  ７  項 目 名 道路・水路等の維持管理・整備要望等の対応 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

災害や危険箇所等の緊急やむを得ない箇所を最優先し、年次計画的な維持管理

を引き続き実践されたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 災害時等の緊急時には、最優先に対応され、自治公民館からの要望も年次的に 

整備されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 
 

令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ８ 項 目 名 保育所の適正配置 令和４年９月２９日提出 

所管部署 市民部  こども家庭課 関係部署 教育総務課 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

子ども・子育て支援法に則り、幼児教育・保育の量の確保と質の向上を図るため、

保育所の統廃合並びに幼保連携型等認定こども園の設置を推進する。 

（効果・目標） 

子どもが保育・教育の機会を等しく得ることができ、年齢、生活環境等が異なる

子どもや、複数の保育者とともに生活することで、より望ましい発達を促す効果が

期待できる。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

一部実施 → 一部実施 一部実施 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 筒城保育所については、令和４年３月で閉園し、令和４年４月より石田こども

園と統合される。 

 郷ノ浦町のへき地保育所(５園)及び八幡保育所については、今後統廃合に向け

た取組みを進めて行くことの保護者説明会を開催し、各保育所の現状等を説明

し、保護者の理解・協力をお願いした。 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 「へき地保育所の統廃合」及び「こども園の設置」について、保護者・市民の理

解・協力の必要性。 

  

今

後

の

方

策 

 令和３年度に続き、令和４年度についても教育総務課と連携し、郷ノ浦町の「へ

き地保育所の統廃合」及び「認定こども園の設置」に向け、検討と保護者説明会を

進めて行く。 
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番号  ８  項 目 名 保育所の適正配置 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

幼児教育・保育の量の確保と質の向上を目指し取組を進めること。幼保一元化

については、教育委員会等関係部署及び地元住民との協議を十分に図り、引き続

き本市の状況に合わせた認定こども園設置の推進に努めること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 へき地保育所等の統廃合・認定こども園の設置については、保護者や地域住民 

等への説明を十分にしていただきたい。幼児教育・保育の量の確保と質の向上を 

目指し、各町１つの認定こども園の設置に向けて取り組まれたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ９ 項 目 名 幼稚園の適正配置 令和４年９月３０日提出 

所管部署 教育委員会 教育総務課 関係部署 市民部 こども家庭課 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

子ども・子育て支援法の規定に基づき、幼児教育・保育の量の確保と質の向上を

図るため、幼稚園間の統合を行い、幼稚園の適正配置を図る。 

また、幼稚園型又は幼保連携型の認定こども園の設置について検討する。 

（効果・目標） 

壱岐市子ども・子育て会議の答申を基本に、勝本町及び芦辺町の幼稚園の統廃合

による適正配置を行うことで、少人数での教育から、複数の園児及び教諭による集

団生活の中での教育へと移行することにより、子どもの望ましい成長・発達を促す

効果が期待できる。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

調査・検討 計画 → 一部実施 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 壱岐市子ども・子育て会議において幼稚園統合について説明し意見を聴取し

た。校区の問題、登園の方法、民間保育事業者への影響など地域に関連する課題

も多く出た。 

 幼保連携の観点から、保育所の担当部署である市民部こども家庭課とも協議を

重ねるとともに、幼稚園における園児数の推移や今後の見通し、認定こども園の

設置等検討を行った。 

次年度から、壱岐市立幼稚園の統廃合について、保護者等へ説明会を開始する。 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 年々園児数が減少している状況において、現状の８園を維持していくことは人材

確保等も含め困難であることから、統廃合は避けて通れないと考えるが、適正配置

に向けては、登園の方法等の課題解消に加え、保護者・地域の理解を得ながら進め

ていくことが必要である。 

今

後

の

方

策 

 令和４年度から、各園において保護者等説明会を行い、今後、幼稚園はどうあっ

たら良いかの視点で意見を聴取し、統合に向けた課題の洗い出しや解消方法等につ

いて協議を進めていく。 
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番号  ９  項 目 名 幼稚園の適正配置 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

幼稚園の統合に向けた保護者及び地元説明会等の取組により、課題の洗い出し

や解消方法等について協議を進められたい。また、幼保連携の観点からも関係部

署・機関等との連携を密にして幼稚園の適正配置を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 幼稚園の統廃合の場合は、保護者や地元への説明会を開催し、課題の解決に 

努められたい。また、こども家庭課と連携し、認定こども園の設置を進めること 

で、保育所、幼稚園の適正配置を図られるとともに、幼児教育の質の向上に繋げ 

ていただきたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １０ 項 目 名 基幹系システムの効率化 令和４年９月２８日提出 

所管部署 企画振興部 情報管理課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

基幹系システム(住民情報系)に共同電算システムを採用し、経費の削減と事務の

軽減化を図る。 

（効果・目標） 

初期費用及び運用経費の削減、職員事務の軽減 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 基幹系システムについて、共同電算システム(長崎県市町村行政振興協議会を通

じて鹿児島県市町村情報センターのシステム)を共同で利用し、参加市町村(鹿児

島県 26、熊本県 2、長崎県 2)で経費を共同で負担することにより経費が削減され

る。 

 また、参加団体が同じシステムを利用することにより、職員の事務負担軽減に

も繋がる。 

 令和 4 年度から利用しはじめ、既に 5 年間の経費比較で 4 億１千万円、これま

での約半額の経費でおさえることができている。 

 また、国は令和 7 年度までに全国の基幹系システムの標準化を示しており、今

後のシステム改修費用等の莫大な経費と事務負担を削減することが出来ている。 

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 当初の予定は自庁にシステムを設置しないクラウド型利用で進めていたが、クラ

ウド通信費が他に比べて非常に高額であり、自庁式とした。 

 クラウド化のための通信環境の改善について、国・県に要望していく必要がある。 

今

後

の

方

策 

 今回基本となる基幹系システムは導入を完了しているが、付属システムや他の業

務システムについては、更新時期が異なるため現状を維持している。 

 次期更新時に共同利用による削減効果が見込まれる場合は、共同利用を優先的に

導入していく。 
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番号  １０  項 目 名 基幹系システムの効率化 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

共同電算システム化により、経費削減効果が期待できることは評価に値する。

今後、他のシステムについても導入にあたっての課題の解消を図り、低価格かつ

効率的なシステム運用を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 共同電算システム化により、大幅な経費の削減効果が期待できることは素晴ら 

しいことである。今後、他のシステムについても削減効果が見込まれる場合は、 

共同利用を導入されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １１ 項 目 名 庁内コミュニケーションの効率化に

に向けた IT の導入 

令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部 情報管理課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

 ビジネスチャットを導入し、庁内コミュニケーションを効率化する。 

（効果・目標） 

タブレットやスマートフォンが普及し、生活の中でのデジタル化が進んでいる

が、行政の内部事務は旧時代のまま進化していない。ビジネスチャットを活用して

分庁等における庁内コミュニケーションの効率化を図る。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 全国的に自治体内部で利用できるビジネスチャットが普及し、県下自治体でも

共同利用などの検討がなされた。現在、壱岐市は無償版のシステムを利用してい

るが、情報共有の利便性は高く、災害時でも大きな効果を上げている。 

 また、同システムの研修を実施し、市役所の一部業務についてビジネスチャッ

トを利用することで分庁式の弊害をなくすなど、デジタル本庁舎構想も目標の一

つとなっている。 

 活用拡大に向けて、正規版の有償利用も検討している。 

  

 

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

問

題

点 

 現在試用期間であり、有効性を検証するため、個人所有のスマホ・タブレットの

利用も黙認状態となっているが、本格利用にあたり、私用スマートフォンを業務で

利用することを許可する際の労務管理など、法的な制度整備が求められる。 

今

後

の

方

策 

 ビジネスチャットを業務で活かしていくための体制づくりを検討していく。 

 また、制度整備(BYOD の労務管理)を整備し、情報セキュリティに対して十分な

対策を講じていく。 
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番号  １１  項 目 名 庁内コミュニケーションの効率化にに向けた IT の導入 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

今般の情報化社会の中で、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）は国が

進める施策であり、本市においても、積極的に推進していく必要がある。全庁的

な取組とするため、既に導入している Slack の活用について引き続き職員研修を

行うとともに、職員の意識改革の徹底を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 ビジネスチャットの導入は庁内コミュニケーションの効率化のために、必要な 

ことである。全職員の研修をしながら、自治体 DX（デジタルトランスフォーメー 

ション）の実現に努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １２ 項 目 名 ペーパーレス化・電子決裁の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

ホームページ及びケーブルテレビの活用により回覧文書を減らすなどペーパー
レス化を推進する。また、内部情報システムの活用により電子決裁を推進すること
で、資源を節約するとともに、文書決裁処理の迅速化等により、事務の効率化を図る。 

 

（効果・目標） 

資源の節約、事務の迅速化・効率化、文書の保管スペースが確保できる。また、
回覧文書を減らすことで、地域住民の負担や新型コロナウイルス等の感染リスクが
軽減される。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

【総務課】 

・回覧文書については、可能な限りホームページやケーブルテレビ、ＳＮＳ等の
活用を行い、ペーパーレス化の推進及び配布者の負担軽減に努めている。 

・庁内における電子決裁については、試行的に実施しており、事務連絡や供覧文
書等については電子決裁を活用している。 

・部課長等会議の資料については、事前にデータ配信し、基本的にタブレット端
末等での閲覧とし、ペーパーレス化に努めている。 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

・回覧文書の削減については、デジタル弱者の方にも配慮しつつ、転換を図ってい

く必要がある。 

・従来の紙媒体での決裁から電子決裁への移行について、部署によってばらつきが

ある。 

今

後

の

方

策 

・ホームページやケーブルテレビ、ＳＮＳ等の有効活用により、更に効果的な情報

発信及び利用者の利便性向上を図りつつ、他部署と連携し、デジタル弱者に向け

た講習等を行い、情報格差の解消に努める。 

・電子決裁については、操作マニュアルを活用するとともに活用状況の公表を行い

ながら、全庁的に推進し、より一層ペーパーレスの推進、事務の効率化・迅速化

を図ることとする。 

 



24 
 

 

 

番号  １２  項 目 名 ペーパーレス化・電子決裁の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

事務の迅速化・効率化、資源の節約等の観点から更なるペーパーレス化を図ら

れたい。また、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進する上でも、

Slack の活用はじめ、全庁的な取組として電子決裁の活用を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

 

 ペーパーレス化は資源の節約、事務の迅速化・効率化、文書保管スペースの 

確保になるので進められたい。デジタル弱者に向けた講習等により、デジタル 

弱者への配慮も続けられたい。また、電子決裁については全庁的に足並みを揃え 

て活用を進められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １３ 項 目 名 Web 会議による新たな働き方の 

推進 

令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部 情報管理課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

 全庁舎に Web 会議が出来る環境を整備し、職員の働き方を見直す取組を推進す

る。 

（効果・目標） 

職員の旅費及び移動時間の削減と業務生産性の向上により、職員の力を誰一人取

り残さない人にやさしい行政サービスに向けることを目的とする。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 ４庁舎等でＷｅｂ会議が可能となり、出張や会議における移動時間の削減や非

接触による感染症拡大防止を実現している。 

 また、現在、テレワークのシステムも無償で利用しており、テレビ会議の活用

もなされている。 

  

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

問

題

点 

 情報ツールの活用はセキュリティの強化を伴わなければならない。職員研修や技

術的・物理的対策を強化し進めていく必要がある。 

今

後

の

方

策 

 今後は、削減された職員力をこれまで手の届かなかった市民サービスへ拡充し

ていくことで、デジタルトランスフォーメーションの活用による市民サービスの

個人最適化に対応していく。 
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番号  １３  項 目 名 Web 会議による新たな働き方の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

事務の効率化及び経費の削減に繋がる取組であり、今後も課題の解消に努め、

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進を図られたい。分庁方式のデ

メリットをカバーできるよう、必要に応じて Web 会議を開催し、業務改善に努

められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 職員の旅費や移動時間の削減など、経費の削減や仕事の効率化につながる取組 

である。今後も DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進を図り、誰一人 

取り残さない人に優しい行政サービスの向上を目指されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １４ 項 目 名 光熱費、水道、電話使用料の節減 令和４年９月２９日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

電話料の一括管理、節電、節水の周知徹底により全庁的な節減に努める。 

（効果・目標） 

定期的な周知徹底により、経費削減を図る。 

（市民参加、共創・協働） 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 
【総務課】 
 郷ノ浦庁舎では、電気使用量監視システムを使用し、電気使用量の抑制を図っている。
空調設備については、集中管理するため１ヵ所から操作できる設備とし、始業時に一斉
に電源を入れ、消費電力の増加により基本料金が上がることのないよう、事前に設定し
た温度で起動するなど毎年取り組んでいる。また、閉庁時には、集中管理により、一旦
庁舎内全ての空調の電源を落とし、消し忘れ防止に取り組んだ。 
 また５月１日から１０月３０日までをクールビズ期間と設定し、温室効果ガス削減の
ために基本的に冷房時の室温を２８℃とし、その気温でも過ごせるようにノーネクタイ
を推奨している。 
 電話料については、毎月の電話料金を課ごとの一覧表にして、執行状況を把握し、電
話料金の抑制に努めている。 
 水道料については、節水の徹底を庁内に周知するとともに、節水の呼びかけの貼り紙
をトイレ等に表示するなど、来客者等にも協力を依頼している。 
【環境衛生課】 
 毎年の前年度実績による予算要求計上に基づき、経年の使用状況の把握に努め、節減
に取り組む。なお、出先の関係施設等との連携を図り、全職員への周知徹底を図り節減
に努める。 
【消防本部】 
 節水意識の徹底、冷暖房機の設定温度の適正管理及び不要な照明の消灯等、各自が意
識し積極的に取り組んだ。 
電話使用料については、毎月定額のものが多く、前年と比較しても節減の効果は数字

に表れなかったが、今後は節水・節電と同様に各自が意識し、電話料の節減に繋がるよ
う積極的な取り組みを行いたい。 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

問

題

点 

【総務課】 
冷房の設定温度は２８℃としているが、時間外も使用している。また、地球温暖化の影響
により、冷房の使用期間が以前より長くなっている。 
現在の世界情勢により燃料価格が高騰し、その影響によって電気料金も上がってきている。 
【環境衛生課】 
 出先の関係施設等の使用状況の把握が難しい。 
【消防本部】 

 特になし。 
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今

後

の

方

策 

【総務課】 
今までの取り組みを継続して行うとともに、庁内の周知を図り、意識向上を図る。 
【環境衛生課】 
 出先の関係施設等との連携を密にとり、全職員への周知徹底を図り節減に努めたい。 
【消防本部】 

 引き続き節水・節電の徹底を行い、節減に努める。 

 

番号  １４  項 目 名 光熱費、水道、電話使用料の節減 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

ＳＤＧｓ未来都市の職員として意識を高く持ち、全庁的な取組により、経費節

減・資源節約の推進を図ること。また、他自治体並びに企業等の事例等を参考に、

節減に向けた新たな取組を研究・実践されたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

 

 各課、各部署ともに、経費削減に努められている。節電（節水も含め）は、 

地球温暖化対策の身近にできる取組の一つであるので、今後も全庁的に節減に 

努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １５ 項 目 名 機器の適正配置 令和４年９月２８日提出 

所管部署 総務部 管財課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

印刷機器の適正配置や接続の見直しによるカウント料の削減、机の配列を工夫

し、電話機の適正配置を図るなどにより庁舎設置機器の削減を行う。 

（効果・目標） 

各庁舎における印刷機器の共有使用等により、機器の削減につながる。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 複合機は、複数年継続契約をすることにより、賃貸借料を抑えている。また、

設置台数についても、課毎ではなく、複数課で共有している。カウント量の削減

等については、全庁的に周知を図り、さらなる経費節減に努めている。 

電話機は、常に組織機構改革に左右される案件であり、管財課としてはそれに

合わせて設置台数や配置を必要最小限に変更している。 

 

 

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 複合機に関して、印刷枚数に応じて料金を課金するカウンター料金の抑制に努め

なければならない。 

 

  

今

後

の

方

策 

 カラーコピーを極力減らす、２アップ等で１枚の用紙に複数枚の原稿を集約する

等の対応を全庁的に周知する。 

 

 

 

 

 



30 
 

 

番号  １５  項 目 名 機器の適正配置 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

印刷機器及び電話機について、引き続き、適正配置に取り組まれたい。また、

カウント料の削減等については、職員の意識向上が必要と考えるため、電子決裁

システムの活用含め全庁的な取組として周知徹底を図ること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 目標は達成されているが、今後も複合機については、全庁的にカラーコピーを 

減らす等によりカウンター料金の抑制に努められたい。また、電話機については、 

引き続き最小限の配置に努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １６ 項 目 名 保健事業の評価と見直し 令和４年９月２０日提出 

所管部署 保健環境部 健康増進課・保険課      関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

・保健・予防事業の評価・分析を行い、効果的・効率的な事業を推進する。 

・達成状況を見える化し、職員間で共有することで、事業展開を見直す。 

・専門職（保健師・栄養士）の人材育成を行う。 

・関係機関と連携することで、業務を効率的に実施する。 

（効果・目標） 

・効果的・効率的な保健・予防事業を実施することで、予算の有効活用を図る。 

・対市民への行政サービスの向上につながる。 

（市民参加、共創・協働） 

 なし 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

①効果的な事業の推進として、国の進める高齢者の保健事業の一体的実施の取り

組みを開始した。また、１地区ではあるが、まちづくり協議会と連携し、けんし

んキャンペーンを実施していく中で、市民協働の促進を図った。 

②保健師・栄養士を対象に定期的に実施している人材育成研修の機会にも、健康

寿命の延伸を目指した事業の評価・課題解決に向けた研修や情報共有を行ってい

る。 

③令和３年度は、人事管理部門の御理解を得て、長年の課題であった保健師・栄

養士に係る壱岐市人材育成計画を作成し、それに基づき統括の配置について準備

を進めるとともに、両課に配属された保健師・栄養士のジョブローテーション（異

動）にも取り組み、スキルアップと組織強化を図った。 

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

問

題

点 

 保健師・栄養士の年齢構成の２極化があり、若い世代に対して地域に根差した活

動の重要性を伝承していく必要がある。 

また、行政事務の DX 推進を図りながらも、援助職として相談者のもとに足を運

び寄り添うという実務を習得していく必要がある。 

今

後

の

方

策 

令和３年度に策定した人材育成計画に基づき、保健師・栄養士のキャリアアップ

を図っていくとともに、効果的なジョブローテーション（異動）について人事部門

へ提言していく。また、まちづくり協議会との連携や福祉保健部の見直しなど、地

域との効果的な連携について検討と実践を進める。 
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番号  １６  項 目 名 保健事業の評価と見直し 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

職員研修等による人材のスキルアップ及び適正な人員配置により、効果的・効

率的な事業展開を図る必要がある。関係部署・機関と情報共有を図り、連携した

取組を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 壱岐市人材育成計画の作成で、人材のスキルアップや適正な人員配置がさらに 

進展することと思われる。今後も効果的・効率的な事業展開のため、関係団体・ 

機関・部署と連携した取組に努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １７ 項 目 名 港湾・漁港施設等の維持管理・整備要

要望等の対応 

令和４年９月１２日提出 

所管部署 農林水産部  水産課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

各漁協・船主会による要望事項は、随時受け付け、市内港湾・漁港の整備水準等

の均衡を図りながら取り組む。 

（効果・目標） 

効率的な運営による財政負担の軽減・住民サービスの向上 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 要望事項は随時受け付けており、住民サービスの観点から適正で素早い対応に

努めている。特に早急に対応すべき危険個所については、最優先で対応している。 

また、港湾関係施設の要望については振興局への進達を遅滞なく行っている。 

なお、目標達成については、要望等に優先順位等を考慮し対応しているが、予算

等の関係で全ての要望に対応できていないため、一部達成出来たとしている。 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

漁業者の高齢化が進行しているが、港湾・漁港施設の維持管理作業は関係漁業

者や自治公民館等により行われている。 

 

問

題

点 

 漁業者等の高齢化により、用地等の管理（草刈り）が難しいとの相談がある。 

  

今

後

の

方

策 

 各漁協・船主会による要望事項は、随時受付を行い、優先順位等を考慮し、適正

で迅速な対応を行う。 
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番号  １７  項 目 名 港湾・漁港施設等の維持管理・整備要望等の対応 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

高齢化等により、地元の負担は大きくなっていくことが予想されるが、引き続

き、地元の協力を得ながら、適正な管理に努められたい。また、要望事項につい

ては、優先順位を考慮し、計画的に実施するなど経費の削減に努めること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 漁業者の高齢化により、用地等の管理が難しいところは自治公民館やまちづく 

り協議会等の協力を得るように、要望提供者に働きかけられたい。また、要望 

事項については、優先順位を十分に検討されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



35 
 

令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １８ 項 目 名 執務環境の整理及び見直し 令和４年９月１２日提出 

所管部署 消防本部 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

重要文書の整理・データ化及び分散されたデータを集約することで、業務の効率

化を図り、機能的な執務環境を整備する。 

（効果・目標） 

業務の効率化が図られる。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 不要な文書の処分、整理等を実施している。 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 共有フォルダ内にデータの集約し業務の効率化を図っているが、データ量が多い

ため把握できていない部分がある。継続して業務の効率化を図っていきたい。 

今

後

の

方

策 

 継続して重要文書の整理・データ化及び分散されたデータの集約を行う。 
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番号  １８  項 目 名 執務環境の整理及び見直し 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

機能的な執務環境の整備に向け、取組を進められたい。文書及びデータ等につ

いては、文書管理規程等に基づき適正に管理すること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 業務の効率化を図り、機能的な執務環境の整理をするため、継続して重要文書 

の整理・データ化及びデータの集約に努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 １９ 項 目 名 幼稚園・保育所運営の民間委託検討 令和４年９月２９日提出 

所管部署 市民部  こども家庭課 関係部署 教育総務課 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

幼稚園・保育所の統廃合を行い、認定こども園の施設整備を行ったのち、民間へ

の業務委託を含め、効率的で利用者の立場に立った幼児教育・保育体制の検討を図

る。 

（効果・目標） 

民間委託の推進により有効な経費支出を実現する。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

→ → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 民間委託や教育・保育体制に関する具体的・本格的な研究については、施設整

備等が完了した以降になると考えるため具体的な取組は出来ていない。 

 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 対象となる児童の減少や委託先が学校法人・社会福祉法人であること。法的問題

等、クリアしなければならない課題も多い。 

  

今

後

の

方

策 

 まずは、施設整備を進め、整備を終えたのちに、適切な幼児教育・保育体制を確

保するため民間委託の検討・研究を進めて行く。 
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番号  １９  項 目 名 幼稚園・保育所運営の民間委託検討 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

クリアすべき課題が多くあることも理解できるが、将来的な市内全域の教育・

保育体制整備や民間委託について、検討、研究を進めること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 認定こども園の設置は、どの子にも平等に幼児期に必要な教育を受けさせる 

という目的がある。各町に１園の認定こども園をつくるという基本方針の下に、 

幼稚園・保育所の統合を行い、施設整備を行ったのち、民間委託を検討されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２０ 項 目 名 市道の維持管理、委託体制の検討 令和４年９月２８日提出 

所管部署 建設部 建設課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

軽微な修繕等は機械銀行等の組織に委託して行い、それ以外の工事等については

業者委託や維持工事で発注し対応する。また、自治公民館や受益者で対応できるも

のは地元での対応をお願いし、通学路や地区内観光名所等については、まちづくり

協議会の中で対応できる範囲は極力地元力の活用を推進する。 

（効果・目標） 

地元団体の効果的な活用により、行政運営の効率化を図る。 

（市民参加、共創・協働） 

 少子高齢化に伴い、自治公民館での対応が困難な状況にあるため、まちづくり協

議会での市民力の活力を推進する。  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１） 取り組み状況及び目標達成状況 

 軽微な修繕については、機械銀行と年間契約を締結し運用を行っており、特殊な

工事については年次的に計画を立て、業者委託や補修工事により対応を行ってい

る。 

 また、各自治公民館においては、道路等のコンクリート舗装や除草作業に取り

組んでもらい、所要の予算を市から補助している。 

 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 道路のコンクリート舗装や除草作業等に積極的に取り組んでもらっている。 

 

問

題

点 

 高齢化に伴い今まで以上の作業を自治公民館では出来ないと公民館から相談を

受けている現状ではあるが、現在市内小学校区単位で発足しているまちづくり協議

会と連携して実施している公民館もある。 

  

 

 

今

後

の

方

策 

 今後も維持管理は地域の生活環境整備として、自助努力に期待するとともに、行

政側からの支援を行いながら、地元と協力し経費の削減を図りながら継続して行

う。 

 

 

 

 



40 
 

 

番号  ２０  項 目 名 市道の維持管理、委託体制の検討 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

 高齢化等により、地元の負担は大きくなっていくことが予想され、財政状況も

さらに厳しくなってくる。まちづくり協議会との連携等により、居住区域内の生

活環境保全の観点からも、引き続き、地元の協力を得ながら、経費の節減を図る

とともに、適正な管理に努められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 高齢化は進んでいるが、春と秋の道つくりは自分たちでしないといけないと 

いう思いから、色々と工夫してなされている自治公民館も多いと思われる。 

自分たちでできない自治公民館については、まちづくり協議会と連携し、市道 

の維持管理、高枝伐採等をするよう助言されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２１ 項 目 名 指定管理者制度の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 管財課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

公の施設の管理に関し、住民サービスの向上とともに経費の削減が期待できるな

ど、指定管理者制度の活用が適した施設については積極的に制度の活用を図る。 

（効果・目標） 

民間の能力を活用することで、施設の効果的・効率的運営が図られる。 

（市民参加、共創・協働） 

 民間及び団体による公の施設の管理 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 令和３年度末時点で１８施設が指定管理者制度を導入している。 

ここ数年、指定管理者数の変動は、ほとんどない状況である。 

 

平成２６年度 ２２施設、平成２７年度 ２１施設、平成２８年度 ２１施設 

平成２９年度 ２１施設 平成３０年度 ２１施設、令和 元年度 １９施設 

令和 ２年度 １８施設 令和 ３年度 １８施設 

 

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 離島である本市の現状として、適切な管理者が見当たらない。公募によるものは、

４施設であり、その他の施設については経費の節減に効果があったか疑問である。 

  

  

今

後

の

方

策 

制度導入のねらいが運営経費の削減である。適切な管理者が見当たらないため、

従来から管理委託してきた外郭団体等に継続した管理を委ねているものが多い。 

施設の統廃合等を積極的に進める。各所管部署と協議のうえ、経費の削減が期待

できる施設等がないか検討を図り、公募募集を進める。 
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番号  ２１  項 目 名 指定管理者制度の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

より効率的な施設運営の観点から、経費の削減が期待できる施設等がないか十

分検討をし、各所管部署と協議の上、本制度の積極的な活用について、検討・研

究を重ねられたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 住民サービスの向上や経費の削減が期待できるか、各所管部署と協議をして、 

指定管理者制度が適した施設については、活用を推進されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２２ 項 目 名 公共施設等総合管理計画の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 管財課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

公共施設等総合管理計画に基づき、国が公表した個別施設計画のためのマニュア

ルガイドライン等を参考に関係部署において個別施設計画を策定する。 

（効果・目標） 

公共施設の適正な管理の推進 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 令和３年度に改定した公共施設等総合管理計画に掲げた下記の目標削減率を

達成するため、令和３年度に、施設ごとの個別施設計画も改訂した。 

 

計画年 公共施設面積 目標削減率 

２０４１年まで １５％ 

２０６１年まで ３０％ 

 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 個別施設計画に基づき、小学校を存続させたうえで、小学校区内の集会施設等の

複合化を検討する。既存の集会施設（老人憩いの家、生活館、漁民センター等）は、

将来的には公民館（事務所）等へ統合・再編し、既存施設は地元へ譲渡していく方

針であるが、その際、関係する複数の所管課と協議・調整し進める必要がある。 

  

今

後

の

方

策 

 上記問題点を解決するため、関係する所管課（総務課・市民福祉課・水産課・社

会教育課）と施設の今後の在り方について協議する場を設ける。 

本計画の実践のため全庁的な取組を行う。 
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番号  ２２  項 目 名 公共施設等総合管理計画の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

公共施設等総合管理計画及び令和３年度に改訂した個別施設計画に基づき、今

後、関係所管課と協議の上、長期的な視点に立った取組を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 公共施設等総合管理計画や個別計画に基づき、関係する所管課や住民との協議・ 

調整を進められ、長期的な視野で公共施設の適正な管理に努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２３ 項 目 名 庁舎の適切な管理の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 管財課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

壱岐市庁舎等管理規則により、行政財産である各庁舎の保守等契約を所管である

庁舎管理者で行う。庁舎共通の継続した保守契約は、管財課で行う。 

（効果・目標） 

庁舎管理に係る保守等契約の適正化を図る。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 ４庁舎に共通する業務であり、年間を通じて保守点検が必要な機器が稼働して

いるものを管財課で行うことにより、効率的に契約業務が行えた。Ｒ３年度に庁

舎清掃業務の委託をやめ、清掃用具を購入し職員での清掃を開始した。コスト削

減につながっていくものと思われる。 

 

 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 予定通り庁舎管理の効率化、コスト削減が図られるものと思っている。 

  

今

後

の

方

策 

 各庁舎と連携を密に図り、今後の庁舎管理について常時協議・調整を進めていく。 
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番号  ２３  項 目 名 庁舎の適切な管理の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

今後も庁舎の適切な管理に努め、職員の協力を得ながら可能な限り経費の節減

を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 令和３年度から庁舎清掃業務の委託をやめ、職員で清掃を開始されたことは 

コスト削減につながる素晴らしい取組である。今後とも４庁舎の適切な管理に 

努め、修繕等の経費削減を図られたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２４ 項 目 名 未利用地の有効活用 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 管財課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

市未利用地の活用方法を検討し、将来的に利用が見込めない物件については、払

い下げを実施し、未利用地の減少による除草等の維持管理費の削減と売却による自

主財源の確保を図る。 

（効果・目標） 

遊休管理地の減少及び管理経費の削減に繋がる。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 普通財産において、払い下げ、売却が可能な遊休財産について、全部署に照会

を行い、払い下げ及び売却を行った。 

 令和３年度実績 

  売却  １８物件 ２１筆 ２，３９２.２７㎡  ６，０１７，０６７円 

  未売却  １物件  ２筆   ６５１.４７㎡  １，３６８，０００円 

 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 以前より、未売却となっている物件がある。 

  

  

今

後

の

方

策 

 売却単価を見直す等の措置を講じる。 

未売却（公募に売却を行っても、希望なし）の土地については、最低売却価

格２０％を限度として削減する等措置を講じて、未利用地の売却に努めている。 
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番号  ２４  項 目 名 未利用地の有効活用 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

未利用地の払い下げ及び有効活用については、維持管理費の削減と財源確保の

観点から、現状を把握した上で、適宜売却単価を見直しながら、今後も積極的に

取り組むこと。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 未利用地の有効活用は、維持管理費の削減と売却による自主財源の確保につな 

がるので、最低売却価格を見直し、引き続き払い下げや売却に努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２５ 項 目 名 組織機構の見直し 令和４年９月２７日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

市の情勢に即した組織機構に再編成し、職務権限及び所管業務の範囲を整理し、

業務の効率化を目指す。また、会計年度任用職員制度の活用及びアウトソーシング

により職員数の削減、総人件費の抑制を図る。 

（効果・目標） 

市民サービスの向上、事務の効率化、意思決定の迅速化。総人件費の削減 

（市民参加、共創・協働） 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１） 取り組み状況及び目標達成状況 

・令和３年度を財政の立て直し元年と位置付け、その取組を推進するため、総務部財政課

の体制強化と合わせ、財政経験職員を関係部署に配置。 

・新型コロナウイルス感染症等に対するワクチン接種等対応強化並びに健康事業、母子保

健サービス等推進のため、保健環境部健康増進課の増強。 

・新型コロナウイルス感染症等の影響による厳しい雇用情勢に対応するため、雇用機会拡

充事業の推進と就職相談窓口等雇用対策のさらなる推進を図るため、商工振興課内に雇用

対策班を設置  

・行政のデジタル化の推進並びに内部情報システムの構築・セキュリティ対策等対応強化

のため、政策企画課内の情報管理班を独立させ、新たに企画振興部情報管理課を設置 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

問

題

点 

 新たな業務に対応した組織の見直しを進めているところであるが、定年退職の

他、早期希望退職等により、知識・経験の豊富な職員が退職していく中、技術職に

限らず、事務職員においても、若い職員の育成が急務であり、組織（チーム）での

取り組みが重要となるため、管理職のマネジメント能力が求められる。 

今

後

の

方

策 

 壱岐市において人口減少が進行する中 、必要な行政サービスを維持し、持続可能な行

政運営を行っていくためには、人件費の抑制は避けられない状況にある。第４次定員適正

化計画、定員の適正化を図りつつ、令和４年度から令和６年度を重点期間とし、早期の定

員適正化を図る。 

 令和５年４月１日施行の定年延長により、定年引上げ期間全体の定年退職者は、引上げ

が行われないと仮定した場合に比べて、退職者数が一定数減少することが見込まれ、職員

数が一時的に増嵩することが想定される。能力と意欲のある高齢期の職員を最大限に活用

しながら、次の世代にその知識、技術、経験等を継承していくことが可能となる。 

 早期希望退職の増大等により、職員の年齢構成のバランスが崩れ、業務レベルが低下し
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ないよう、組織機構の見直し、職員数の適正な管理に努めつつ、非常勤職員の活用も検討

し、総人件費の抑制を図っていく。 

    

    

番号  ２５  項 目 名 組織機構の見直し 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

価 

 

 

定年退職等により、職員数が減少し、技術職をはじめ職員の確保が困難となる

状況が懸念されるが、常に現状を分析し、事務の効率化・総人件費の削減が図れ

るよう組織機構の再編及び人材育成に努めること。また、ＤＸ（デジタルトラン

スフォーメーション）の取組により、職員の負担の軽減、事務の迅速化・効率化

等に努められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 様々な取組がなされているが、今後も行政ニーズに沿った組織機構の見直しを 

図ることにより、業務の効率化及び総人件費の削減を図られたい。また、若い 

職員の育成が急務であり、管理職の指導力に期待したい。さらに、情報管理課を 

設置されたことは、DX（デジタルトランスフォーメーション）の取組につなが 

るものと期待する。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２６ 項 目 名 事務所機能の見直し 令和４年９月２９日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署 各支所 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

現事務所については、自治基本条例に基づき、機能、あり方の検討を行う。事務

所機能の効率化や事務所を拠点とするまちづくり協議会への事務の委託等、協議・

検討する。 

（効果・目標） 

事務の効率化 

（市民参加、共創・協働） 

事務所を拠点とするまちづくり協議会を対象に、受託可能な事務等の検討を行う。 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 現在、郷ノ浦町に５事務所、勝本町に１事務所、芦辺町に２事務所の計８事務

所を置いている。 

 事務所機能は、郷ノ浦の事務所と勝本・芦辺の事務所においても取り扱ってい

る業務が異なっており、事務所機能効率化への課題の洗い出し作業等が必要であ

る。 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 見直しについては、地元市民の理解等を得ることが必要である。 

 自治基本条例の制定に伴う行政区の設定等に併せ、その機能やあり方について検

討を要することとなる。 

  

今

後

の

方

策 

 今後の方向性については、担当課と連携し、地元の意向も踏まえながら丁寧に進

め、保育所の統廃合の状況等も視野に検討を行う。 
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番号  ２６  項 目 名 事務所機能の見直し 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

自治基本条例に基づいた行政区の設定等に併せ、地元市民の理解を得ながら、

関係部署・機関並びにまちづくり協議会と連携・協議の上、事務所機能の見直し

の検討を行うこと。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

 

 事務所機能の見直しは必要だと思われる。その場合、地元住民の理解を得る 

ようにされたい。また、まちづくり協議会への事務の委託等も協議検討も必要と 

なると思われるが、慎重に進められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２７ 項 目 名 小学校の適正配置 令和４年９月１２日提出 

所管部署 教育委員会 学校教育課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

市内の小学校については、今後、少子化が進むことが予想されることから、児童

数の推移や地域の関わりを見極め、将来的な学校の適正配置を検討する。 

（効果・目標） 

子どもの「生きる力」を培うことができる学校教育が、将来にわたり保障できる。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

現在、出生している子どもの数を調査するとともに、校区別の児童生徒数

を算出し、令和９年度までの推移を検討した。 
 

        小学校在籍数  学級数 

令和 ３年度 １，３８６人  ９５ 

令和 ４年度 １，３４０人  ９４（３年度比： △４６人、 △１学級） 

令和 ５年度 １，３１３人  ９７（４年度比： △２７人、  ３学級） 

令和 ６年度 １，２５５人  ９６（５年度比： △５８人、 △１学級） 

令和 ７年度 １，２１６人  ８７（６年度比： △３９人、 △９学級） 

令和 ８年度 １，１３５人  ８７（７年度比： △８１人、   － ） 

令和 ９年度 １，０６７人  ８１（８年度比： △６８人、 △６学級） 
 

※令和３，４年度は、いずれも当該年度の５月１日現在 

※令和５～９年度は見込み 

○ 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

特になし。 

 

問

題

点 

児童数の推移は減少傾向にあり、それに伴って学級数も徐々に減少をたどる見通

しであるが、目標としてあげている内容は達成できると考えており、現時点で特に

問題はない。 

今

後

の

方

策 

平成２６年度３月に策定した「壱岐市小学校の統廃合に関する方針」に沿って対

応していくとともに、今後も児童数の推移を注視していく作業を継続していく。 
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番号 ２７  項 目 名 小学校の適正配置 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

今後も、児童数の推移や地域との関わりを見極めながら、将来的なあり方につ

いて研究・検討を進めること。併せて、地域や関係機関等と連携を図りながら、

教育の質的向上、各校の施設設備の充実に向けた適正配置の検討を行うこと。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 今後も児童数の推移や地域の動向を踏まえた将来的なあり方を検討され、適正 

配置に努められることにより、子どもの生きる力（生き抜く力）を培う学校教育 

を保障されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



55 
 

令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２８ 項 目 名 外部の専門的知識の積極活用 令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部 政策企画課・ 

総務部 ＳＤＧｓ未来課・管財課 

関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

民間活力導入のための調査・研究・公営施設の維持管理あるいは行政サービスの

委託（指定管理者制度の活用）コミュニティビジネスの創出等を推進するため、外

部の専門的知識を積極的に活用する。また、壱岐を壱岐らしく活性化し、島外に波

及させるための壱岐島内の人材を発掘し、活用するための人材バンクのシステムづ

くりの研究を行う。 

（効果・目標） 

民間活力の導入 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 
【政策企画課】 
審議会等への女性の参画を推進し、市の政策・方針に女性の意見を反映させる目的で

女性人材バンクを設置している。募集に関しては、広報紙やホームページで行っている。 
【ＳＤＧｓ未来課】 
本市は、平成３０年６月、「ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業」に選定さ

れ、国連サミットにおいて全会一致で採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達
成に向け、各種の施策を進めている。本市が目指すものの中に、「外部から多様な知恵を
取り込み、進化と変化を恐れない柔軟で強靭な地域づくり」を掲げており、外部の専門
的知識の積極的な活用を図っている。 
一般社団法人壱岐みらい創りサイトは、地方創生連携協定を締結している富士ゼロッ

クス（現在は富士フィルムビジネスイノベーション）と壱岐市が地方創生の取組を推進
するために設立した団体である。構成メンバーである富士ゼロックスや福岡フィナンシ
ャルグループのネットワーク網により、市外の様々な企業とのコラボレーションができ
るようになっている。また、テレワークやＳＤＧｓといった地方創生事業に積極的に取
り組むことで、壱岐市の知名度が上がり市外から様々な企業が進出してきている。 
【管財課】 
壱岐市においては、平成１７年度に制度導入し、令和３年度末で１８施設が指定管理

者制度を導入している。ここ数年、指定管理者数の変動は、ほとんどない状況である。 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

【政策企画課】 
女性が市政に参画することが盛んでない現状において、積極的な登録者がいない。 

【ＳＤＧｓ未来課】 
人材バンクのシステム構築については、人材確保の面等から難しい状況である。また、

現在、多くの自主的ボランティア組織が存在する中で、市との関わりの在り方について、
十分検討する必要がある。 
【管財課】 
指定管理か業務委託かの判断は、施設を所管する課が決定することとなるが、指定管理

者制度担当課の管財課としては、実際に本制度を活用できる施設がどの程度存在するか不
明である。また、離島である本市の現状として、適切な管理者が見当たらない。 
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今

後

の

方

策 

【政策企画課】 
女性団体と連携を図り、人材バンクの登録者を増やす。また、関係部署に女性人材バンク
「つばきぽけっと」の周知を図る。 
【ＳＤＧｓ未来課】 
人材バンクのシステム構築は、人材確保の面等から難しい状況であるが、大学や企業等と
連携協定を締結し、共同して事業実施に当たるなど、外部の専門的知識の活用を積極的に
図っていく。 
【管財課】 
 財政課とも連携し、現在、本市で公共施設を管理委託している契約を、管財課として指
定管理者制度に切り替えた方が良いと思われる施設を選定し、各所管部署と協議する。 

 

番号  ２８  項 目 名 外部の専門的知識の積極活用 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

ＳＤＧｓ未来都市として、外部の専門的知識の更なる活用を図ること。また、

人材バンクのシステム構築については、人材確保の面等から難しい状況である

が、関係部署はじめ大学や企業等と連携し、人材の発掘に努めること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 指定管理者制度に切り替えた方が良いと思われる施設だけに指定管理者制度を 

活用されたい。（管財課） 

女性人材バンク「つばきぽけっと」の更なる周知を図られるとともに、公募 

だけでなく、課として声かけ等をして、１人でも多くの女性の登録を目指され 

たい。（政策企画課） 

SDGｓ未来都市として、外部の専門的な知識の更なる活用を図られたい。 

また、人材バンクシステムの構築については、壱岐島内の人材発掘にも努めら 

れたい。（SDGｓ未来課） 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ２９ 項 目 名 イベント交流の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部 観光課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

 観光連盟や体育協会等と連携したイベントの魅力アップ（新規含む）を図り、交

流人口の拡大を図る。 

（効果・目標） 

既存イベントの魅力アップ（新規含む）による、交流人口の拡大 

（市民参加、共創・協働） 

 市民参画によるイベントの実施 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

中止(延期) 中止(延期) 実施 → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 計画していた全てのスポーツイベントについて、新型コロナウイルス感染症の

収束が見通せないことに加え、全国各地からの参加で感染リスクがあること、ま

た大会運営スタッフ（ボランティア含む）の要請及び安全確保が困難であるため

中止（次年度へ延期）としました。 

※過去の大会参加者数 

 ○神々の島 壱岐ウルトラマラソン 

 ・R1 年度(第 4 回)大会 エントリー 695 名(100km 464 名 50km 231 名) 

 ○壱岐サイクルフェスティバル 

 ・R1 年度(第 32 回)大会 エントリー 549 名 

 ○壱岐の島新春マラソン大会 

 ・R1 年度(第 35 回)大会 エントリー 1,986 名 

― 達成出来た ― 一部達成出来た ― 達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 大会運営組織（実行委員会）による、大会の企画立案・運営 

 

問

題

点 

 全てのイベントにおいて、大会運営組織強化及び費用対効果の観点から参加者数

及び協賛等による収入増への取組が必要である。また、参加者数増のための開催日

の変更等の検討も必要である。 

今

後

の

方

策 

 全てのイベントにおいて、開催目的は交流人口拡大による地域振興であることを

念頭に置き、大会運営組織との十分な協議・検討を行い、市民の理解・連携による

官民一体での定着・継続したイベントとする。 
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番号  ２９  項 目 名 イベント交流の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度は例年のイベントを実施

できなかったが、今後、新型コロナウイルス感染症との共生を目指し、交流人口

拡大に向けた地域振興イベントの実施に向けて検討・協議を進めること。また、

実施にあたっては、収支のバランスを考慮し、可能な限りの経費節減と内容の充

実を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 令和３年度は、コロナ禍の影響で中止になったことは残念である。今後開催 

できるようになると思われるので、それぞれの大会の魅力アップをして参加者 

（交流人口）の拡大を図るとともに、経費節減にも努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３０ 項 目 名 人事評価制度の活用 令和４年９月２７日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

平成２８年度より実施したところであるが、公平で公正な評価結果が得られない

など、職員からの意見も多く、昇給等への反映にまでは至っていない状況である。

継続的に評価者向けの研修会を実施し、本計画期間内に、昇給や勤勉手当の成績率

に反映する。 

（効果・目標） 

任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするとともに、職員個々の自発的な

能力開発を促し、さらに組織内の意識の共有化や業務改善等に寄与する。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

  

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 平成２６年の地公法一部改正に伴い、平成２７年度より全職員を対象とした人

事評価制度の導入を実施、平成２８年度からは人材育成支援システムを導入し、

効率的な運用を図っている。 

被評価者と評価者との面談等により、組織内のコミュニケーション、意識・情

報の共有化を行っている。 

 適正な目標管理、上司による指導助言を通じて人材育成を図っている。 

・人事評価研修の開催（R3.11.25、11.26）145 名（評価者及び新規採用職員） 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 人事評価制度の実施により、この制度が能力・実績に基づく人事管理の基礎とな

るツールであることは理解されている。、職種や部局間において、評価基準に対す

る認識が相違しており、部署間で評価結果に隔たりがないよう評価者の「目線合わ

せ」が必要である。 

今

後

の

方

策 

 適正な評価を行うため評価者研修を毎年度行い、評価基準や評価手法に対する考

え方について共通化を図り、評価者の目線を統一する取組みを実践する。 

評価のバラツキをなくすため、他部署の評価者との間でどのような基準で評価を

したのかを共有する「調整会議」実施し、公平公正な評価に結びつける。 

 評価者を対象にした人事評価研修を継続的に開催する。 
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番号  ３０  項 目 名 人事評価制度の活用 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

研修及び調整会議等の継続的な実施により、評価者の部署間での情報共有を図

り、評価基準の認識の平準化に努めること。また、人事評価制度を活用し、さら

なる意識の共有化や業務改善に繋げること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 令和２年度に比べ、令和３年度は今後の方策がかなり建設的になっているとこ 

ろは評価したい。昇級や勤勉手当の成績率に反映させるのは、年数が必要だと思 

われるが、今計画期間中の目標達成を目指されたい。そのためには、評価者研修 

会や部署間の調整会議等を継続的に実施するよう努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３１ 項 目 名 定員の適性化及び適切な人員配置 令和４年９月２７日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

地方創生等新たな業務の増加により、今後数年間は職員の削減は難しいと考えて

いるが、最終目標値である「職員数４００人以下（令和１０年４月）」となるよう、

会計年度任用職員制度、再任用制度及び勧奨退職制度の活用、計画的な職員採用、

適切な人員配置に努め、定員の適正化を着実に図る。 

（効果・目標） 

人件費の抑制及び業務の効率化 

（市民参加、共創・協働） 

（実施年度） 

 

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 平成３１年１月に、Ｈ３０～Ｈ３９年度までの１０年間を計画期間とする「第４次定員

適正化計画」を策定し、平成３９年度末時点での職員数を４００人以下としたところであ

る。（Ｒ３．４．１ ４２１人） 

 令和３年度は２１名（定年１３名、勧奨３名、その他５名）が退職し、１１名を採用し

たことにより、１０名の人員削減となった。新たな事業の取り組み等により、各部署それ

ぞれに負担が生じており、働き方改革を推進する中で生産性向上や労働時間の是正を図り

つつ、高度な課題に対応するための人員態勢の構築が必要である。 

令和４年４月１日現在、職員数４１１名。  

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

問

題

点 

土木技術職については、建設課・上下水道課、農林課、教育委員会においても確保が求

められるところであるが、応募者がほとんどなく、人材確保に苦慮しているところである。 

 また、事務職においても、近年応募者が減少傾向にあるため、採用試験の早期実施及び

実施回数増等により、新規採用者を確保することが重要となっている。 

 

 

今

後

の

方

策 

 多様な業務、複雑化する市民ニーズ等に対し、組織としての力を最大化できるような人

員態勢を図る必要がある。今後施設の統廃合等により、人員の削減、適正化を図りつつ、

非常勤職員（会計年度任用職員）の活用等により、適切な人員配置に努める。 
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番号  ３１  項 目 名 定員の適性化及び適切な人員配置 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

定員適正化計画を随時見直し、社会経済情勢や市民ニーズを踏まえ、職員の年齢

構成に歪みが生じないよう計画的な採用を行うなど、人員の削減を図りつつ、会計

年度任用職員の登用含め適切な人員配置に努めること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

第４次定員適正化計画に則り、業務の効率化及び人件費の抑制を図るために、

会計年度任用職員や再任用職員の任用を含め、定員の適正化及び適切な人員配置

に努められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３２ 項 目 名 人材育成基本方針に基づく職員育成 令和４年９月２７日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

多様化・高度化する市民のニーズに対応できる職員を育成するため、集合研修、

講師派遣型研修等、効果的な研修を実施する。また、職場内における上司から部下

への指導育成及びジョブローテーションにより、若年職員の広範な知識と経験を身

につけさせる体制を確立する。 

（効果・目標） 

市民に信頼され、頼られる職員を育成するため、職員一人ひとりの意識改革を図る。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 ＜研修実績＞ 
・集合研修（講師派遣型）：２９５人（健康づくり講座１５０名、人事評価人研修
１４５名） 

・外部派遣型研修：１４名（新規採用職員研修、法制執務研修、住民対応力向上
研修、イノベーションＵＰ研修、女性職員ステップアップ研修、障害者職業生活
相談員資格認定講習） 

・オンライン研修：１０８名（税務初任者研修、会計基礎研修、、債権管理研修、
契約事務研修、戸籍事務担当者研修、自治体ＤＸ推進研修、民法基礎研修、ハラ
スメント防止研修、滞納整理研修など） 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

問

題

点 

 最も効果的・効率的に人材育成を図るには、ＯＪＴ（職場内研修）による上司か
ら部下への指導育成であると考えるが、双方ともにそれが研修の中心であるという
認識が薄いと思われる。 

 職員の能力開発及び意識改革を図るため、県等の関係機関への職員派遣を継続的
に実施したいが、限られた人員であり、派遣は難しい状況である。 

今

後

の

方

策 

 自治体の業務遂行には、業務全般に共通する「文書・会計・契約・決裁」等の基
礎的技術の習得が必要であり、人事異動（ジョブローテーション）により若年職員
が短期間で複数の職場を経験することは、広範な知識と経験を身につける手法とし
て有効であると思われる。これに対して、入庁後１０年程度を経過した職員には、
ある程度長い期間にわたって一定の部署に配属し、その後の異動は本人の希望や直
属上司の評価を重視しながら、本人の適性に合った部署で専門性を伸ばす方向で経
験を積ませることが重要であると考える。 

 特に分権時代の現代においては、自治体職員にはこれまで以上の課題解決能力の
他、「企画立案能力」が求められ、そのために専門的な知識と経験が要求されるた
め、職位や部門の別によって、「ジェネラリスト型」と「スペシャリスト型」の人
事異動を使い分け、人材育成に努める。 
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番号  ３２  項 目 名 人材育成基本方針に基づく職員育成 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

職場内における上司から部下への指導育成によるＯＪＴ（職場内研修）の意識

啓発並びにジョブローテーション等により、広範な知識と経験を持った人材育成

を図られたい。また、壱岐なみらい研究所やオンライン研修の実施等により、効

果的な研修方法等についても研究・検討されたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

集合研修・外部派遣型研修・オンライン研修など研修の機会を与えられている

ことは評価できる。人材育成は、OJT（職場内研修）による上司から部下への指

導が基本で、最も効果的だと言える。効果を上げるためには、上司と部下双方の

意識改革が必要である。また、今後の方策に述べられているような手立てを取り、

職員育成を図られたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３３ 項 目 名 窓口サービスの向上 令和４年９月３０日提出 

所管部署 市民部 市民福祉課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

窓口業務の効率化を図るためシステムの活用により、事務の適正かつ迅速な処理

に努め、市民サービスの向上を図る。 

（効果・目標） 

市民サービスの向上 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 マイナンバーカード申請が増加し、カード交付を円滑に行うため窓口の休日開

庁を行い、窓口の混雑緩和と交付促進に努めた。また４年度に向けて、なお一層

の交付申請の効率化を図るため、マイナンバーカード関連機器導入に向けての準

備を進めた。 

 住基システム更改に伴い、コンビニ交付導入について再検討を行った。 

 令和６年度に稼働する戸籍事務内連携にむけて、４年度に行う戸籍システム機

能整備について、各庁舎間の情報共有に努めた。 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 市民のマイナンバーカード取得１００％に向けて、市民への啓発を行い、来庁が

難しい方を対象とした、出張申請等に対応するための体制を整えていかなければな

らない。 

 戸籍事務内情報連携が始まると戸籍届書の処理がリアルタイムに行われること

から、箱崎・那賀・湯本事務所での「戸籍届出」の受付について検討する必要があ

る。 

  

今

後

の

方

策 

 マイナンバーカード申請増加が見込まれることから交付申請処理を円滑に行う

ため、申請時間の短縮を図り、申請書記入枚数を減らすよう機器を導入するととも

に、開庁時間の来庁が難しい方を対象に休日開庁及び平日時間外開庁を行う。 

 戸籍事務内連携の稼働に向けて、各庁舎・事務所の戸籍事務を協議し検討する。 
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番号  ３３  項 目 名 窓口サービスの向上 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

価 

 

 

今後、マイナンバー制度の活用範囲が国において拡大されることが想定されて

いることに加え、マイナポイントの申請についても広報等で周知し、マイナンバ

ーカードの取得推進を図ること。また、窓口業務については、今後、ＤＸ（デジ

タルトランスフォーメーション）推進による電子申請の取組など研究・検討を図

られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 マイナンバーカードの取得に向けては、休日開庁等により、よく努力されて 

いると思う。窓口業務については、システムの活用により住民サービスの向上 

を図られたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３４ 項 目 名 ホームページの充実 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部  総務課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

幅広い分野にわたる市政情報の整理・体系化を図り、適時適切な情報掲載に努め

るとともに、各種ＳＮＳと連携した効果的・効率的な情報発信により、利便性の高

いホームページの運用を図る。 

（効果・目標） 

市民の利便性の向上（時間的・場所的障害を取り除く）、広報広聴機能の強化 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

  旬の話題や直近のイベント写真を掲載してトップページを充実させ、利用者

の目に留まる工夫を凝らすとともに、各担当課でページの作成や情報の更新を

行い、新鮮で有益な情報を発信するよう努めている。ご高齢の方や障がいのあ

る方を含め、誰もがホームページを支障なく利用できるよう、アクセシビリテ

ィの向上にも努めている。 

また、市ホームページの充実を図るとともに、情報管理課において令和３年

度から導入した壱岐市公式ＬＩＮＥや、既存の壱岐市フェイスブックページ、

ツイッター、ブログなどの各種ＳＮＳ及びスマートニュース壱岐市チャンネル

と連携した効果的・効率的な情報発信に努めている。 

○ 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

ホームページについては、現行のシステムを活用し４年となるが、更なる利便性

向上に向けて改善を進める必要がある。また、アクセシビリティのチェックについ

ては、徹底できていない部分があるため、再度各課への周知を図る必要がある。 

今

後

の

方

策 

 新鮮かつ有益な情報を届けることができるよう、市政情報を発信する各担当課において

幅広い情報収集に努め、周知・啓発意識の向上を図る。また、複業人材を活用し、ノウハ

ウを享受するとともに、ＬＩＮＥ、フェイスブック、ブログ、ツイッターなどのＳＮＳ及

びスマートニュースとの連携を図り、より効果的・効率的な情報発信に努める。 

アクセシビリティについては、「広報媒体の手引き」を活用し各課に周知するなど、更な

る向上に努める。 

 



68 
 

番号  ３４  項 目 名 ホームページの充実 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

情報化が進む現代社会において、ホームページやケーブルテレビをはじめ、各

種ＳＮＳ等による情報発信の重要性を再認識し、全庁的な取組として周知・啓発

を図り、更なる効果的・効率的な情報発信に努められたい。また、複業人材の方

にも、壱岐市広報等検討委員会に参画して貰うことで、行政における広報全般的

なアドバイスをもらいながら、今後の広報戦略について検討されたい。 

 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

 

 壱岐市公式 LINE を導入されたことやホームページが工夫され、内容も豊富 

で、あらゆる分野の情報が得られることは素晴らしいことである。これからも、 

今後の方策の通り進められたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



69 
 

令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３５ 項 目 名 壱岐市ケーブルテレビの活用推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 総務課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

市政情報の伝達手段の一つとして壱岐市ケーブルテレビを積極的に活用し、適時

適切な情報提供に努めるとともに、市広報紙、市ホームページ等とのリンクにより、

効果的・効率的な情報発信を図る。 

（効果・目標） 

市民の利便性の向上、広報広聴機能の強化 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 
平成２３年に開局した壱岐市ケーブルテレビにおいて、「行政情報」の番組の枠

の中で市政情報の提供を行っている。 

 壱岐市ケーブルテレビ指定管理者の変更に伴う番組改編により、令和２年度か
らは、スタジオで市職員が情報を伝えるタイプと、ケーブルテレビ職員の取材を
通してイベント等を紹介するタイプ、リモコンｄボタンで視聴できるデータ放送
の３タイプで発信している。担当職員の顔が見える放送タイプをメインにするこ
とで行政情報をより身近に感じてもらえるよう工夫し、周知を図っている。 

○ 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

問

題

点 

【総務課】 

より多くの方にケーブルテレビを視聴していただけるよう、多様で有益な情報を
発信する必要があり、各課におけるより積極的な発信が求められる。 

今

後

の

方

策 

 
市民に直接関係する情報や、興味深く見たいと思える情報を中心に、各課におい

て積極的な情報発信に努める。 

市広報紙や市ホームページ、ＳＮＳともリンクさせ、各種行政情報を正確に幅広
く発信するとともに、デジタル弱者にも配慮しながら、可能な範囲で回覧及び各戸
配布等の紙媒体による周知の削減に努める。 
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番号  ３５  項 目 名 壱岐市ケーブルテレビの活用推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

壱岐市ケーブルテレビを活用した周知・啓発は、情報発信の有効な手段の１つ

であり、回覧及び各戸配布等の紙媒体の削減による経費節減効果も期待できるた

め、今後も積極的な活用を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 壱岐市ケーブルテレビを活用し、３つのタイプで発信されていることはいいこ

とである。各課の担当者のスタジオでの情報伝達もかなり上手になってきている

と思う。もう少し自然体で普通に話すように喋られると、なお良い。これからも

今後の方策の通り進められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３６ 項 目 名 コミュニティ行政の見直し 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 ＳＤＧｓ未来課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

地域コミュニティの活動拠点の整備、自治会活動の活性化への支援を図り、地域

コミュニティ活動の環境整備を進める。また、壱岐市まちづくり協議会設置条例に

基づき地域活動を担う組織として小学校区単位にまちづくり協議会の設置を推進

するとともに、壱岐市地域協議会において集落支援員を配置し、コミュニティ活動

を支援する。 

（効果・目標） 

従来の地域を担う活動を維持しつつ、市民と行政が一体となったまちづくりが可

能となる。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

市民と行政による協働のまちづくりを目指して、小学校区を１つの単位とした

新たなコミュニティ組織「まちづくり協議会」の設立推進を行い、令和３年度末

時点で１３地区（渡良・三島・沼津・志原・初山・勝本・霞翠・鯨伏・八幡・那

賀・箱崎・瀬戸・筒城）においてまちづくり協議会が設立されている。 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 人口規模や地域における活動状況により、まちづくり協議会設立に関して温度差

がある。 

今

後

の

方

策 

 協議会未設置地区については、先に設立した地区を参考に、地域担当職員とも連

携を図り、地域での協議の場を設け、まちづくり協議会設立に向けた機運を高める。 

まちづくり協議会設立地区については、まちづくり計画書をもとに、協議会活動

が円滑にできるようサポートしていく。 
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番号  ３６  項 目 名 コミュニティ行政の見直し 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

地域の関係者並びにＳＤＧｓ未来課及び地域担当職員の取組により、まちづく

り協議会の設立及び設立に向けた協議・検討が進んでいる。未設置地区について

は、人口規模や各地域の実情等、課題となっているものの解消を図り、設置済み

のまちづくり協議会活動等を参考に、引き続き、設立に向けての検討・協議を進

められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 SDGｓ未来課・地域担当職員・地域の関係者の努力で１３の小学校区でまち 

づくり協議会の設置ができていることは素晴らしいことである。未設置の５つ 

の小学校区においても地域の核となる人を見つけ、働きかけるなどして、引き 

続き設立に向けて取り組まれたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３７ 項 目 名 自治基本条例に基づくまちづくりの

の推進 

令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部 政策企画課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

まちづくりに関する情報を共有するため互いに情報提供に努め、市民の自主性を

尊重するとともに、その取組を支援する。 

（効果・目標） 

市民を主体としたまちづくりの実現 

（市民参加、共創・協働） 

 各種計画の策定等を行う際に、市民の意見を取り入れる。 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 令和元年度から、本条例に基づきＳＤＧｓ未来課において、まちづくり協議会

の設立が進められ、集落支援員、地域担当職員を中心に地域課題を解決するべく

対策が行われている。自治公民館においては、安全・安心のまちづくりを進める

施策を設けて地域コミュニティの活性化を図っている。 

 また、外部評価は市民の視点を取り入れるべく、庁外から委員を選任するなど

の取組を行っている。 

  

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

自治公民館、各種団体等と連携を図りながら支援を行った。 

問 

題 

点 

市民が主役のまちづくりを進めるため、民間団体から市の審議会等への委員就任

をいただいているが、役職的にご多忙な場合が多く日程が合わず、会議に出席でき

ない事例が散見される。 

今
後
の
方
策 

 審議会等の委員就任依頼時に、各団体の代表者に限らず推薦をいただいた方を委

員として任命するなど、工夫が必要である。 
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番号  ３７  項 目 名 自治基本条例に基づくまちづくりの推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

自治基本条例及びまちづくり協議会設置条例に基づき、各地域でまちづくり協

議会が設立され、市民協働の取組が進んでいると考える。今後は、自治基本条例

を基本理念とした関連条例の整備を図ること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 壱岐市自治基本条例に基づき、１３の小学校区のまちづくり協議会が設置され 

ていることは、市民協働の取組が進んでいると評価できる。審議会等の委員就任 

依頼時には、今後の方策のように工夫されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３８ 項 目 名 地域担当職員制度の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 総務部 ＳＤＧｓ未来課 関係部署 企画振興部 政策企画課 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

市内の地域ごとに地域担当職員を置き、市の施策や事業の説明、地域づくりの提

言やアイディアの活用等地域担当職員が総合窓口となることにより協働のまちづ

くりを進める。 

（効果・目標） 

行政情報の伝達や地域情報の収集により、地域独自の取組による協働のまちづく

りを行う。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

・まちづくり協議会の設立（１３地区設立済み） 

 ※令和３年度１地区設立（鯨伏） 

・地域担当職員研修の開催（１２月） 

・まちづくり協議会ワークショップの開催（３月） 

・まちづくりファシリテーター研修会の開催（オンライン）（３月） 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 平成３１年度（令和元年度）からまちづくり協議会の設立に向けて活動している

が、積極的に取り組んでいる地域とそうでない地域との温度差があり、引き続き市

民に対して十分周知等を行い、まちづくり協議会設立に向けた機運醸成を図る必要

がある。また、地域担当職員の取り組み方次第で、その地域の活性化が左右される

ことも考えられる。 

今

後

の

方

策 

 地域独自の取組による協働のまちづくりを行うため、各地域において「まちづく

り協議会」の設立が急がれる。 

地域担当職員は、各地区の「まちづくり協議会」の設立及び「集落支援員」のサ

ポート役として積極的に取り組む必要があり、また、設立後も、市の施策や事業の

説明、地域づくりの提言等により協働のまちづくりを進める必要がある。 

そのため、令和４年度より、地域担当職員によるまちづくり協議会への中間監査

の実施を行い、諸課題等の早期把握や活動停滞等の未然防止に努め、組織の健全な

育成を図り、魅力あふれるまちづくりの実現を支援していく。 
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番号  ３８  項 目 名 地域担当職員制度の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

地域担当職員については、単なる要望聞き、苦情処理等にならないよう留意し、

地域ごとの対応が異ならないよう、地域担当職員同士の横の連携を密にして情報

共有を図られたい。また、まちづくり協議会の未設置地区については、設立に向

けて地域のサポート役として積極的な取組を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 地域担当職員の役割は大きく、協働のまちづくりの進行が左右されると言える。 

まちづくり協議会が設置された地区には、今後の方策どおり、中間監査等に取り 

組まれたい。また、未設置の地区には、地域の核となる人を見つけて、根気強く 

働きかけをされたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ３９ 項 目 名 自主防災組織活動の推進 令和４年９月２９日提出 

所管部署 総務部 危機管理課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

まちづくり協議会単位の自主防災組織における防災資機材の整備、防災訓練の実

施及び地区防災計画の策定等を推進する。 

（効果・目標） 

防災に対する市民の知識及び意識の向上を図り、ひいては地域防災力を高める。 

（市民参加、共創・協働） 

 市民各々が自主防災組織での役割を担うことや、その活動に参加することが協働

となる。 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 
 平成２１年４月１日に施行された壱岐市自主防災組織認定要綱に基づき、近隣
協同互助の精神に基づき、災害時の初期消火、人命救助等により被害の防止及び
軽減を図ることを目的として、自治公民館等が自主的に結成する組織を「自主防
災組織」として認定し、地域の自主的な防災活動の推進を図ってきたところであ
るが、既に１９３の組織が結成され、その組織率は９４．７％となった。令和２
年度より、組織力のさらなる強化を目指し、まちづくり協議会単位の組織化を呼
びかけ、防災資機材の整備、防災訓練の実施及び地区防災計画の策定等を推進す
るものである。 

 １．まちづくり協議会単位の組織化：１件（初山地区） 
 ２．防災資機材等の整備：２件（先町・中野郷西触） 

 ３．防災訓練等の実施：２地区（箱崎地区（11/7）・八幡地区（11/7）） 

４．地区防災計画等の策定：０件 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

令和３年度においてはコロナ禍のため積極的な取り組みが難しかった。 

問

題

点 

 
まちづくり協議会（小学校区単位）での自主防災組織結成と防災訓練の実施によ

り、地域防災力の向上が期待されるが、組織結成までには、地域の方々の理解やマ
ンパワー、集落支援員や地域担当職員（市職員）のバックアップも必要である。 
 

 

今

後

の

方

策 

 
自治公民館の自主防災組織組織率は９４．７％であるが、更なる地域防災力向上

のため、引き続きまちづくり協議会（小学校区単位）での自主防災組織結成につい
て、推進していく。 
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番号  ３９  項 目 名 自主防災組織活動の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

これまでの取組により、自治公民館等における自主防災組織の組織率は非常に

高くなっている。今後は、まちづくり協議会単位の組織化を目指し、激甚化する

災害等に備え、地域における防災組織体制の強化を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 自治公民館の自主防災組織はあまり機能しているとはいえないので、まちづく 

り協議会単位の自主防災組織を作ることで地域防災力の向上に努められたい。 

そのためには、まちづくり協議会の地域協議会等で、SDGｓ未来課と連携し、 

危機管理課からの説明が必要である。また、初山地区まちづくり協議会での組織 

化の事例等の紹介も有効である。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４０ 項 目 名 市民主体の市内一斉清掃の実施 令和４年９月３０日提出 

所管部署 保健環境部 環境衛生課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

“ごみゼロの日”を５月３０日前後の日曜日として環境美化に対する市民意識の

高揚を、より一層図るために、自治公民館や事業所等による壱岐市ごみ一掃作戦を

継続活動として展開していく。 

（効果・目標） 

市民の環境美化・環境保全に対する意識の高揚 

（市民参加、共創・協働） 

 市民参加による全市的な事業実施 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

分散実施 分散実施 → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

①ごみゼロの日：郷ノ浦・勝本・芦辺の自治公民館は、５月の第４日曜日又は６

月中に実施 

 石田は慣例で道路修繕の第３日曜日に実施 

 

②道路などの空き缶、空きびん等のポイ捨てや不法投棄防止対策のため、立て看

板やカメラの設置、委託による回収、監視パトロールを行っている。 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

島内一斉清掃は自治公民館行事として定着し、市内のほぼ全域で実施がなさ

れている。 

 

問

題

点 

 ポイ捨てがなくならない現状では、ボランティアによる回収が有効ではあるが、

各自治公民館等の自主性により実施が左右される。強制ではないが、おもてなしの

心で島外からのお客様を迎えられるよう、平成２８年度からは秋季道つくりと並行

して、大きなイベントの開催時期前（９月中旬～１０月中旬）に島内一斉清掃の実

施及び定着化を図っている。強制ではないため実施状況は把握していないが、多く

の実施があったと感じた。 
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今

後

の

方

策 

 島内一斉清掃が定着化しているので、これを引き続き継続していきたい。 

 ポイ捨て、不法投棄対策としては、住み慣れた地域の身の回りに尚一層注意を払

い、不法投棄をさせない地域づくりを目指していただきたいと考え、継続しての自

治公民館及び市民団体、事業所等による積極的なボランティア活動にご協力をお願

いしていく。 

 

 

番号  ４０  項 目 名 市民主体の市内一斉清掃の実施 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

ごみの減量、不法投棄の防止については、環境問題の他、美しい自然を大きな

魅力として観光業に力を入れている本市にとって極めて重要な事項である。 

一斉清掃が定着し、環境美化に対する意識は向上していると考えるが、関係団

体等と連携し、さらなる周知・啓発等を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 春と秋の道つくりは定着しているので継続されたい。ゴミのポイ捨て・不法 

投棄に対しては、ボランティア業者による回収だけでなく、住民のモラルを高揚 

させる手立てを取ることも大事である。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４１ 項 目 名 ごみ堆肥化容器活用による生ごみ 

の減量化 

令和４年９月３０日提出 

所管部署 保健環境部 環境衛生課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

生ごみのコンポスト容器の補助制度の利用により、生ごみの減量化とその堆肥に

よる野菜作りが実施され、市民の生ごみに対する意識改革を支援することができる。 

（効果・目標） 

生ごみの減量化、市民の環境に対する意識の高揚 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 （１）取り組み状況及び目標達成状況 

                           （個数・金額：千円） 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

郷ノ浦 3 19 9 42 12 14 13 42 4 52 

勝 本 3 32 4 22 5 36 4 74 4 52 

芦 辺 9 23 7 14 14 40 18 56 9 26 

石 田 5 22 3 21 3 3 12 34 6 14 

計 20 96 23 99 34 93 47 206 23 144 

実績は、上記のとおりである。（電気式・バケツ式・ダンボールコンポスト） 

循環型社会構築のために、さらなる市民への周知や新型コロナ感染症対策で実施

できなかった出前講座等を開催し、ごみ減量化の普及啓発活動を実施していきた

い。 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

家庭における生ごみの啓発抑制と資源化の促進 

問

題 

点 

 さらなる市民への生ごみ堆肥化用具の活用拡大及び普及拡大（ＰＲ）の推進 

今

後

の

方

策 

 循環型社会推進のため、家庭からの生ごみの減量化・堆肥化の取組を継続して実

施する。 
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番号  ４１  項 目 名 ごみ堆肥化容器活用による生ごみの減量化 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

生ごみの減量化は、経費節減・リサイクルの観点からも重要な問題である。Ｓ

ＤＧｓ未来都市としての取組にも寄与することから、自治公民館やまちづくり協

議会等の協力をいただきながら、今後も積極的に推進すること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 今後の方策のとおり、家庭からの生ゴミの減量化や堆肥化は、CO２削減の 

手立ての１つでもあり、循環型社会推進のために、市民にできる身近な、そして 

重要な取組であるので継続されたい。さらに生ゴミ堆肥化用具や補助金制度に 

ついての PR に力を入れていただきたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４２ 項 目 名 リサイクル報奨金の見直し 令和３年１０月２１日提出 

所管部署 保健環境部 環境衛生課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

ごみ分別については、各自治公民館等の推進員に指導をお願いしているが、地域

のごみ分別の定着を待って見直しを図る。 

（効果・目標） 

市民の環境に対する意識の高揚、費用の削減 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 廃止    

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 Ｒ３～廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 

今

後

の

方

策 

 

 

 

Ｒ３～廃止 
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番号 ４２ 項 目 名 リサイクル報奨金の見直し 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４３ 項 目 名 男女共同参画基本計画の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部 政策企画課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

市政運営に関する審議会等において一方の性が構成員の３０％を割らないよう

努める。また、毎年度構成員の男女比率についてとりまとめ公表する。 

女性登用を促進するため、つばきポケットの登録者数増加を図る。 

（効果・目標） 

人権尊重・男女共同参画社会の実現 

女性登用率３０％（令和８年度までの目標） 

（市民参加、共創・協働） 

 男女共同参画推進懇話会等での調査・研究 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 男女共同参画推進懇話会を年間 2 回実施した。うち、1 回は壱岐市男女共同参

画推進本部との意見交換会を行い、市と市民の対話の場を設けた。 

また、男女共同参画の推進のためには、職員がその重要性について理解を深め

ることが肝心と考え、課長補佐級以上の職員を対象に研修会を開催した。60 名の

出席があり理解を深める機会となった。今後、審議会等における女性登用率の向

上に繋がることが期待できる。 

県主催の市民向け研修会の折には、まちづくり協議会にも声かけを行い、広く

市民に呼びかけを行った。 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

研修会で意見交換を行い、男女共同参画の必要性について認識を深めている。 

問

題

点 

女性参加率が目標に満たない審議会・委員会については、委員が充て職となって

いる場合が多く、その充て職に女性が就任していない状況にある。 

今

後

の

方

策 

 委員等を必要としている部署へ「女性人材バンク」の情報の提供を行うほか、各

種審議会における委員の選考方法について検討を促す。 

第２次壱岐市男女共同参画基本計画の進捗管理を行い、行政内部へ男女共同参画

の視点に立った事業推進を進めるとともに、必要に応じて基本計画の見直しを行う。 
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番号  ４３  項 目 名 男女共同参画基本計画の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

第２次壱岐市男女共同参画基本計画に沿った施策を実践するとともに、計画に

掲げる目標に向けての進捗状況について確認を行うこと。また、女性人材バンク

について、全庁的に制度の周知を図り、登録者の増加に努めること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 男女共同参画の推進のため、職員の研修を開催されたことは素晴らしいことで 

ある。令和８年度までの女性参加率３０％を達成するために、まず、女性人材バ 

ンク「つばきぽけっと」の更なる周知を図り、勧誘をして登録者を増やす努力を 

されたい。また、女性参加率が低い審議会・委員会については、委員の選考方法 

の検討を促されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４４ 項 目 名 健全な財政運営の維持 令和４年９月２９日提出 

所管部署 総務部 財政課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

社会情勢や市民ニーズの変化等を踏まえ、事業の目的と対象者、財源などに着目

した事務事業の再点検・見直しを行い、持続可能な財政基盤の確立を図るため、事

業の再編を推進する。 

 

（効果・目標） 

事業目的と対象者、財源に着目した事業の整理・統廃合等を行うとともに、最小

の費用でより効果的な行政サービスの提供が行われることで、予算規模の縮小につ

なげる。 

令和元年度予算額 23,670 百万円 → 令和６年度予算額（目標） 21,000 百万円 

 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

令和３年度を「財政基盤確立推進元年」と位置づけ、将来にわたり持続可能な財政基

盤の確立を目指すため、昨年１２月に「壱岐市財政基盤確立計画」並びに、これに基づ

く「中期財政見通し」を策定し、現在、取組を進めている。 

予算編成（当初・補正）時に、「第３次壱岐市総合計画」の着実な実施を軸として、す

べての事業の費用対効果や将来を見据えた投資効果などを検証・見直しを図ってもらい、

一層の事業の選択と集中を推進している。 

その結果、令和３年度決算では収支改善が図られ、財政調整基金及び合併振興基金な

どの基金の取崩がなく、中期財政見通しの見込みよりも上回ることとなった。 

今後もなお、引き続き、予算編成手法等について調査・研究を行い、健全な財政運営

を推し進めていく。 

【予算額】 

令和２年度予算額 23,640 百万円 令和３年度予算額 21,820 百万円 

令和４年度予算額 22,390 百万円 

【基金現在高】 

令和１年度末現在 7,903 百万円 令和２年度末現在 8,038 百万円 

令和３年度末現在 9,234 百万円 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 
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問

題

点 

  

 

今

後

の

方

策 

財政基盤確立計画を実現していく（「次の世代に負担を残さない持続可能な財政基盤の確

立」に向けた取組を進めていく）ためには、より一層の歳入確保に努めるとともに、基金

の積立と取崩が均衡した、財源不足を基金に頼らない財政運営（体制）のしくみを創って

行かなければならない。 

引き続き、限られた財源を適正に配分し、効率的かつ効果的な行政運営、自主性・自立

性の確保並びに職員のコスト意識の向上を図っていく必要がある。 

 

 

番号  ４４  項 目 名 健全な財政運営の維持 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

評 

 

 

価 

 

 

 壱岐市財政基盤確立計画に基づき、全庁的な職員の意識改革を図りながら、「持

続可能な財政基盤の確立」に取り組まれたい。 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 今後の方策のとおり進められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４５ 項 目 名 企業誘致の推進 令和４年９月７日提出 

所管部署 企画振興部 商工振興課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

企業誘致候補企業の継続訪問を行うとともに、立地企業のフォローを実施し、雇

用の維持拡大を図る。 

（効果・目標） 

 雇用の維持・拡大 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

これまでに壱岐市に進出していただいている企業へのフォローを実施した。 

 特に、株式会社マツオについては、定期的に訪問し意見交換を行うなどのフォ

ローに努めた。 

 また、インド企業（インテグラ・インフォテック・ジャパン）についても、代

表者との定期的な連絡・意見交換を行い、インドからの雇用へ向けてフォローを

行った。 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 企業誘致については、県及び産業振興財団との連携は必要不可欠であり、今後も

共同して継続的に推進していく。 

 土地・建物について、物件が不足しているため、企業側の希望（広さ等）に沿っ

た物件を紹介できない問題がある。 

 また、雇用の確保について、情報発信等の手法等を確立させる必要がある。 

 新規の企業誘致については、今後も粘り強く企業側と話を進める必要がある。 

今

後

の

方

策 

 ・コールセンター・事務処理センターの誘致 

・IT 系企業の誘致 

・国境離島関連施策の活用 

・紹介できる物件の調査等 
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番号  ４５  項 目 名 企業誘致の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

評 

 

 

 

 

価 

 

 

 今後も有人国境離島法による制度を活用した各種施策を進めるとともに、東京

事務所、県、関係機関等と一層の連携を図り、情報収集や本市の情報発信など、

企業誘致に向けて積極的な取組を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 土地・建物の物件不足を解消するとともに、今後も東京事務所・県産業振興 

財団と連携しながら、情報収集や情報発信などをして、更なる企業誘致に努め 

られたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４６ 項 目 名 移住・定住の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部  政策企画課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

本市への移住・定住を推進する施策を展開する。 

（効果・目標） 

移住希望者への支援を行い、定住を促すことで人口減少対策を講じて、地域の活

性化を図る。 

（市民参加、共創・協働） 

 移住相談会等への先輩移住者の参加や施策の検討 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

人口減少対策として、移住相談体制の充実をはじめ、引っ越し費用、住居環境

等の整備などへ補助を行い、移住定住者の増加を図った。 

また、移住者の住まい確保の面から、地域おこし協力隊による移住者目線での

相談や空き家の掘り起こしを行った。 

（内容） 

・島外通勤、通学者交通費助成、短期滞在費補助、移住者住宅取得、中古住宅 

改修費用、移住費用支援、移住者賃貸住宅家賃支援、空き家改修補助 

・移住相談（ワンストップ窓口対応、県外移住相談会への参加） 

（実績） 

ＵＩターン者 Ｒ３年度 ５１世帯 ８６名 

 Ｒ２年度 ５５世帯 ９１名 

Ｒ１年度 ５２世帯 ８４名 

Ｈ30 年度 ５６世帯 ９６名 

 Ｈ29 年度 ２８世帯 ４８名 

 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

芦辺浦地区の任意団体「たちまち」との協定及びまちづくり協議会との連携によ

る、空き家の掘り起こしを実施。 

 

問

題

点 

 移住定住のためには仕事と住まいの提供量が多いほど、移住希望者が安心して移

住できると思慮するが、仕事については求人の情報発信力が低く、職種の少なさや

給与面でのミスマッチもあり、住まいについては空き家はあるが、提供できる状態

にない物件ばかりであり、改修費用など一定の費用負担が必要になる。 
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今

後

の

方

策 

 まちづくり協議会と連携した空き家の掘り起こしにより、空き家バンクの登録件

数増加を図る。また、壱岐市移住定住ポータルサイト「いきしまぐらし」に住まい

と仕事をセットで探せる機能を追加し、移住希望者のスムーズな移住に繋げる仕組

みを構築する。併せて、SNS や LINE 等のツールを積極的に活用し、効果的な情

報発信を行う。 

 

 

 

番号  ４６  項 目 名 移住・定住の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

継続した取組により、ＵＩターン者の実績に繋がっているものと考える。今後

は、課題となる住居や雇用の確保等、受入体制の強化に努められたい。また、コ

ロナ禍を契機に地方への関心が高まっていることから、移住相談会、市ホームペ

ージ、ＳＮＳ等の活用によりＵＩターン促進に向けた情報発信を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 平成３０年から５０世帯を超し、９０名以上のＵＩターン者があることは取組 

の成果だと言える。今後も仕事と住まいの確保に努められたい。また、色々な情 

報発信を図られたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４７ 項 目 名 医療費適正化の推進 令和４年９月２８日提出 

所管部署 保健環境部 保険課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

国民健康保険の医療費の適正化を図るため、レセプトの二次点検（資格及び内容

の点検）を実施する。 

（効果・目標） 

診療報酬明細書（レセプト）の資格点検・内容点検を実施し、医療費の実質的な

削減と、医療機関誤請求の抑止効果を高める。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 会計年度任用職員（レセプト点検員）による資格点検を実施し、令和３年度か

ら内容点検を長崎県国民健康保険団体連合会へ委託し実施している。 

 各年度のレセプト点検による財政効果額の推移は次のとおり。 

 

○ 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 人口の減少や社会保険の適用範囲の拡充等の制度改正によるレセプト件数自体

の減少や、オンライン資格確認等システム（マイナンバーカードの健康保険証利用）

による審査支払機関の一次点検の精度向上に伴う二次点検財政効果額の減少の可

能性があるため、今後、財政効果額が減少した場合の要因分析が難しくなる。 

今

後

の

方

策 

 資格点検・内容点検ともに県平均を上回っており、一定の点検効果が表れている。 

令和３年度の内容点検に係る手数料の実績は、総点検件数 97,950 件に対し、

969,700 円を支出しており、内容点検による診療報酬の過誤調整額（減額）は

9,925,000 円と、費用対効果も十分にあるため、今後も内容点検の委託を継続する。 

 

壱岐市 順位 県平均 壱岐市 順位 県平均 壱岐市 順位 県平均

Ｒ元年度 1,620 3位 1,136 218 19位 580 1,838 7位 1,717

Ｒ２年度 2,392 1位 1,008 216 19位 755 2,608 3位 1,763

Ｒ３年度 1,746 4位 1,045 1,381 11位 1,055 3,127 5位 2,100
※令和元年度以降の数値は長崎県国保・健康増進課に依頼し情報提供いただいた数値

※順位・県平均は長崎県内の４国保組合を除く２１市町の数値

※令和３年度の数値は未確定値（確定値は医療機関再審査申出期間があるため翌年度）

※ａ・ｂの財政効果額：点検により判明した過誤調整額÷被保険者数

（単位：円）

年度
ａ：資格点検 ｂ：内容点検 ｃ：全体（ａ＋ｂ）
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番号  ４７  項 目 名 医療費適正化の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

レセプト点検の取組については、医療費適正化に大きな効果が認められるた

め、今後も研修の強化など充実を図ること。また、内容点検について、長崎県国

保連への業務委託に係る費用対効果の検証を適宜行うことで、効果的な実施に努

めること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 レセプト点検員による資格点検と、長崎県国保連への内容点検の委託により、 

かなり効果が出ていると思われる。今後とも、レセプト点検員の研修を図ると 

ともに、費用対効果を検証しながら長崎県国保連への業務委託を進められたい。 

また、国の動向への対応も考えておかれたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４８ 項 目 名 水洗化の普及促進 令和４年９月２９日提出 

所管部署 建設部 上下水道課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

下水道整備区域内の未接続家屋への戸別訪問を強化し、未接続世帯の解消によ

り、下水道使用料の増収を図り、下水道財政の健全化を図る。 

（効果・目標） 

下水道加入率向上により環境の保全がなされ、下水道使用料増収により下水道財

政の健全化が図られる。 

令和元年度５７％ → 令和６年度８６％ 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

 

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 公共下水道及び漁業集落排水の普及促進については、市の広報紙及びホームペ

ージ等で周知を行い、啓蒙推進に努めた。 

【下水道加入率】 〈令和元年度〉 〈令和２年度〉 〈令和３年度〉 

(全体)       ５６．９％   ５８．２％   ５８．１％ 

・公共下水道    ５３．９％   ５６．３％   ５６．８％ 

・漁業集落     ６１．８％   ６１．４％   ６０．３％ 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 設備（改修）工事に多額の費用を要することが、未加入の最も大きな要因であり、

昨今の景気低迷も相まって加入状況も低迷している。また高齢者世帯が多く後継者

も見込めない世帯では、下水道加入に躊躇されている状況にある。 

漁集区域は平成３０年度に面整備が終わり、区域内人口の減少もあって加入率の

伸びどまりとなった。 

今

後

の

方

策 

 市の広報紙及びホームページ等でＰＲを行い、併せて戸別訪問を実施し、下水道

加入推進を積極的に実施する。また島外管理者にも資料等を送付し、下水道への加

入を理解してもらい、粘り強く推進に努める。 
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番号  ４８  項 目 名 水洗化の普及促進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

加入率の低下は、本市の財政運営に大きな支障を来すこととなるため、加入促

進に向け、広報紙・ホームページはじめ様々な媒体を活用し、一層の周知を図る

こと。また、健全な維持管理に努め、地域住民の生活環境改善を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

加入促進のためには、粘り強く取り組まれ、令和６年度の加入率８６％を目指

されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ４９ 項 目 名 選挙事務経費の縮減 令和４年９月３０日提出 

所管部署 選挙管理委員会事務局 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

投・開票事務の適正な人員配置及び機器活用等による開票事務短縮により、経費

の削減を図る。 

（効果・目標） 

選挙事務経費の削減 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

令和３年度は、壱岐市議会議員一般選挙、衆議院議員総選挙及び長崎県知事選挙

の執行となった。 

これまで投票所の集約や投票所閉鎖時刻の繰上げ、職員配置の見直しなどの取

組みを行っており、令和元年度に投票用紙読取分類機を導入し開票事務従事者数

を削減し、開票事務の更なる迅速化を図ることで必要な範囲の経費抑制に努めて

いる。一方で新型コロナウイルス感染症の拡大、物価が上昇する中での選挙であ

ったために、感染症防止対策に係る物資（消毒液、マスク、使い捨て鉛筆など）

の購入等により必要経費の増加も生じている。 

 （単位：円）     

決算額 前回（H29） R3 増減 

市議選 12,269,165 15,167,375 2,898,210 

衆議選 14,455,356 15,548,649 1,093,293 

県知事選 12,993,941 14,220,448 1,226,507 

※R3 市議選では、例年にない支出として読取分類機増設スタッカー（946,000 円）の購入、古く

なったポスター掲示板(100 枚 1,375,000 円) の更新を行ったことによる。 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 近年は投票率が低下傾向にあり、特に若年層の投票率向上のための取組が必要で

ある。また、新型コロナウイルス感染症等、投票所における感染予防対策などの対

応も求められる。 
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今

後

の

方

策 

 引き続き選挙物資の再利用などにより事務経費等の縮減を図りながら、投票率の

向上に努めていく。また、高校での期日前投票所の開設や主権者教育の推進など、

若年層を重点にした投票率向上の取組を継続して実施する。 

新型コロナウイルス感染症の対応についても、市内の感染状況などに応じ、投票

所の感染防止対策も講じていく。 

 

 

番号  ４９  項 目 名 選挙事務経費の縮減 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

新型コロナウイルス感染症への対応も含め、投票率向上及び投票所における事

務対応の取組に支障のない範囲で、経費節減に努め、見直し可能な事務体制の洗

い出し・研究を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

 

 新型コロナウイルス感染症対策経費はやむを得ないと思われる。これからも 

全体の投票率向上につながる若年層の投票率向上に努められるとともに、事務 

経費の削減を図られたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ５０ 項 目 名 補助金等の適正化 令和４年９月２９日提出 

所管部署 総務部 財政課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

公益上必要な場合に交付する補助金等について、行政として対応すべき必要性、

費用対効果や公費負担の明確化を図るため、統一的な基準による検証・見直しを行

うことで、より適正で効率的な補助金制度を構築する。 

（効果・目標） 

補助金・負担金等について、交付または負担基準を踏まえた上で、それぞれの性

質別ごとに一定の見直し基準を設けることで、廃止・縮小等の見直しが図られる。 

※本計画においては、敢えて件数、金額を削減目標とはしない。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

令和４年度予算編成において、担当課には壱岐市補助金等検討委員会からの提

言や事務事業評価（事後評価）二次評価結果に基づき、近年の事業効果等を十分

に検証・見直ししたうえで、予算要求を行うように依頼した。 

 

〇 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 

今

後

の

方

策 

 引き続き、担当課には「壱岐市補助金等検討委員会からの提言」等による検証・

見直し、そして、関係機関等との十分な調整を図って頂くように要請をしていく。

また、補助金等は公費からの支出であることを関係団体にも認識してもらい、補助

金等に依存することなく、自立・自主運営を基本とする自助の道を歩んでもらうよ

うに、担当課を通じて調整してもらう。 
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番号  ５０  項 目 名 補助金等の適正化 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

令和３年度の補助金等検討委員会の提言に基づき、今後は、提言内容を十分尊

重し、関係団体等との協議を深め、各補助金等の適正化を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 令和３年度の補助金等検討委員会の提言を尊重していただき、各関係団体との 

調整を担当課で進められたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ５１ 項 目 名 ふるさと納税の推進 令和４年９月３０日提出 

所管部署 企画振興部 政策企画課 関係部署 関係部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

 ふるさと納税寄附者の増加に向け、情報発信の強化や推進の充実を図る。 

（効果・目標） 

ふるさと納税の増額による自主財源の確保及び地場産業の売り上げの向上 

（市民参加、競争・協働） 

返礼品事業者と連携し、商品のブラッシュアップを図る。 

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 令和３年度から専門業者へ業務委託を行い、連携して寄附額向上に向けた取組を

行った。 

内容は、ポータルサイトの全面リニューアルやアクセスアップを図り、スマホバ

ナー、タグＩＤ、関連リンクの挿入を行った。 

また、返礼品登録数を増やし、全ての画像のブラッシュアップを行った。 

（商品数：ふるさとチョイス 664 件→1019 件、楽天ふるさと納税 109 件→1018

件） 

 リピーター獲得のためのカタログやお礼状のデザインを刷新し、市役所の封筒に

広告を掲載した他、ＷＥＢ広告も実施。今後の満足度向上を図るためレビューキャ

ンペーンも行った。 

東京壱岐雪州会等、壱岐出身者向けにふるさと納税のチラシを送付して寄附の呼

びかけを行った。 

令和 3年度寄附額は 358,691,142 円であり、前年比は 116％であったが目標額の

5億円には届かなかった。 

 達成出来た ○ 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

返礼品事業者の売り上げ向上に繋がった。 

問

題

点 

他自治体に比べてふるさと納税ポータルサイトが少ない。また、高額商品が少な

い。 

今

後

の

方

策 

 ポータルサイトの増築を行う。また、高所得者向け商品の開発や定期便の品数を

増やす。 
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番号  ５１  項 目 名 ふるさと納税の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

専門業者への業務委託含め寄附の獲得に向けての様々な取組については評価

できる。ふるさと納税は、本市にとって貴重な自主財源を確保できる制度であり、

かつ、地域産業の活性化にも繋がる有用な制度であるため、今後も更なる推進を

図ること。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 専門業者への業務委託をはじめ、様々な取組で寄付額が増加していることは 

素晴らしいことである。ふるさと納税は自主財源の確保及び地場産品の売上げ 

向上に大きく繋がる重要な制度である。今後も取組の工夫をされ、更なる増額 

を目指されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ５２ 項 目 名 ネーミングライツ事業の推進 令和４年９月８日提出 

所管部署 教育委員会 社会教育課 関係部署  

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

壱岐文化ホール、石田スポーツセンター、大谷公園ソフトボール専用球場等の社

会体育施設の愛称を決定する権利を企業等に付与することにより、企業にとっての

宣伝効果及び市における財源確保を図る。 

（効果・目標） 

本事業で得た対価を施設の運営費や管理費等に充当することにより財政負担の

軽減を図る。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

・壱岐文化ホールは、令和 3 年 7 月で前回契約分が満了となったので、新たに

募集した結果、壱岐の蔵酒造株式会社と再契約し愛称は「壱岐の島ホール」を継

続することとなった。 

・石田スポーツセンターについては、令和 3 年度募集したが応募なし。 

・大谷公園ソフトボール専用球場は、電光掲示板が故障しており、現在使用でき

ない状況であるため募集を見送る。 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

 壱岐文化ホールの再度、契約時に愛称の使用頻度等の指摘を受けた。愛称の使用 

を市全体に周知する必要がある。 

ネーミングライツは、企業の宣伝効果をアピールするとともに、地域貢献をした 

と捉われイメージアップにもつながる。しかし、大谷公園ソフトボール専用球場(平

成 6 年度供用開始)の電光掲示板は老朽化のため、数年前から故障している。その

うえ、修繕部品が製造中止となっているので、修繕することが不可能な状況である。

新設するには設備全体の更新が必要となり、一千万円を超える見込みである。設備

が故障のままであると企業のマイナスイメージにつながる可能性があるので募集

ができない。 
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今

後

の

方

策 

 他の社会教育施設が対象にならないか検討する。 

 (参考) 

 石田スポーツセンター 

令和４年度ネーミングライツ・スポンサー募集中 

募集期間 令和４年９月１日（木）～１１月３０日(水) 

 

番号  ５２  項 目 名 ネーミングライツ事業の推進 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

価 

 

 

ネーミングライツ事業の推進は、本市の自主財源の確保に寄与するものである

ため、対象施設の選定を検討し、更なる推進を図られたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 本事業は、本市の自主財源の確保に繋がるものであるから、対象施設の更なる 

検討を進められたい。また、壱岐の島ホールについては、愛称の使用を市全体に 

周知されたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ５３ 項 目 名 市税・使用料等の滞納額の縮減 令和４年９月２８日提出 

所管部署 市民部  税務課 関係部署 建設部 建設課 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

市税滞納事案の早期把握、早期着手を行うとともに、経済的破綻者についてはファイナンシャルプランナー

相談事業及び壱岐市家計改善事業を活用し、負債等の金銭問題解消を図り納税につなげていく。また、徴収困

難事案を含む高額案件については、地方税回収機構と協働し滞納整理を実施する。 

（効果・目標） 

滞納額を継続して縮減することにより、市民の負担の公平性を担保するとともに、自主財源の確保が図られ

る。職員の意識改革、財政負担の軽減→滞納額を前年度より縮減させる。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

【市 税】 

 ・市税滞納繰越の状況 

区分 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 
調定額  ２３５，１８８千円 ２００，１４５千円 １６０，９９４千円 
収納額   ２８，４９９千円  ３５，２９８千円  ２４，７２０千円 
徴収率     １２．１２％    １７．６４％    １５．３５％ 

 ・国民健康保険税滞納繰越の状況 
区分 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 
調定額  ２４６，５８４千円 ２３５，５５８千円 １７７，４２９千円 
収納額   ３２，７６５千円  ４０，７６０千円  ２９，２４７千円 
徴収率     １３．２９％    １７．３０％    １６．４８％ 
滞納繰越分の状況について、調定額は、市税が△３９，１５１千円（△１９．５６％）、国民健

康保険税が△５８，１２９千円（△２４．６７％）となり、滞納額を縮減させることができた。
徴収率を前年度と比較すると、市税については２．２９ポイント下回り、国民健康保険税につい
ても０．８２ポイント下回る結果となった。 
現年度分の収納率については、市税が９８．７６％と前年度を０．１４ポイント上回り、国

民健康保険税についても、９６．３４％と前年度を１．３９ポイント上回っている。 
 

【住宅使用料】 
・住宅使用料滞納繰越分の状況 

区分 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ 
調定額  ２９，６４４，４８１円 ３４，３９９，００５円 ３２，４１４，８５５円 

収納額  ３，３３９，０５６円 ５，２０９，５１０円 ５，８５４，４４０ 

徴収率  １１．２６％ １５．１４％    １８．０６％ 

令和元年度まで催告通知を主体に徴収業務を行っていたことから、滞納者数・滞納額とも年々
増加傾向にあり、滞納繰越分調定額は、令和元年度から令和２年度で４，７５４，５２４円（１
６．０４％）と毎年増加をしていた。徴収率については、令和元年度１１．２６％と低く、悪化
傾向にあったため、令和２年度から訪問による徴収業務を積極的に実施したことにより、徴収率
で前年度と比較すると、令和２年度は３．８８ポイント、令和３年度は更に２．９２ポイント上
回る結果となった。 
また、令和２年度には住宅使用料５４６，３４０円について、不納欠損処分を行った。 

○ 達成出来た  一部達成出来た  達成出来なかった 
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（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

長引くコロナ禍や原油価格や物価の高騰の影響で、本市の基幹産業である第１次産業や観光業・
運輸業など広く影響を受けている。このように、市税等の徴収を取り巻く環境は厳しくなっている
が、コロナ禍などの影響に配慮しながら、滞納整理の推進と納期内納税者を如何に増加させていく
かが重要である。 

住宅使用料の過年度未収金については、未納者確認を行い、確実な納付を催告しているが、長期
滞納者となってしまっているため、金額も大きくなり、完納に至らないでいる。実際、滞納者と会
い、納付相談等を実施し、滞納者の困窮している状況などを把握していく必要がある。 

今

後

の

方

策 

現年度未納額を減らすことで翌年度への繰越額を減少させることができるため、現年度の徴収を
より強化する。令和４年４月からコンビニ納付がも開始されたことにより夜間・休日でも納付が可
能となったことから納税者と積極的に接触を図り納期内納付を促す。  

滞納繰越分については、納付能力等の判断及び滞納原因を把握するため、財産調査を徹底する。
預貯金、生命保険、給与等債権を中心に、不動産を含めた差押え等滞納処分を強化するとともに、
早期着手による滞納整理を行うことにより効果的な滞納整理を進める。 

滞納繰越額の圧縮を図るため、滞納者の状況を的確に把握し、事案の早期完結を図り、特に高額
等徴収困難な事案については、長崎県地方税回収機構に移管し、捜索による動産の差押えなど県と
の協働により、累積滞納額の圧縮に努める。 

またファイナンシャルプランナー相談事業及び壱岐市家計改善事業を活用し、対象者の生活実態、
経済状況を踏まえながら、長期的かつ総合的な視点で様々なアドバイス等を行い、家計の改善によ
って滞納解消を図る。 

住宅使用料の長期滞納者とならないように、住宅入居時の説明、口座振替の推進、支払いが遅れ
未納となった場合の早期の対応が必要である。 

長期滞納者となってしまった場合は、連帯保証人も含めた分納誓約書を取り交わし、確実な履行
の確認、毎月の納付について、どれだけ納付可能なのかなど、滞納者本人に数字としてきちんと理
解させ、自主的な納付を促していく。 

自主的な納付が見込めない滞納者に対しては、住宅の明渡しについて法的な手段により、その解
決を図っていく。どうしても徴収が見込めない不良債権については、債権管理条例等に基づき、整
理していく。 

 

番号  ５３  項 目 名 市税・使用料等の滞納額の縮減 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

評 

 

価 

 

 公平負担の概念から、悪質滞納者については動産の差押えを行う等、滞納の縮

減に努めること。今後も、長崎県地方税回収機構やファイナンシャルプランナー

の活用を含め、各部署間での情報共有を図り、債権管理委員会における取組を強

化されたい。 

 

行
政
改
革
推
進
委
員
会 

意
見
・
講
評 

 

まず、年度毎の徴収を強化し、現年度未納額を減らすように努められたい。 

税金や使用料は支払うのが当然だから、訪問による徴収業務を積極的にされた 

い。 

ファイナンシャルプランナーや壱岐市家計改善事業を活用するとともに、悪質 

滞納者や徴収困難者については長崎県地方税回収機構と協働し、動産の差押えを 

行うなど滞納額の縮減を図られたい。 
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令和３年度分壱岐市行財政改革実施計画点検表 

 番 号 ５４ 項 目 名 受益者負担の適正化 令和４年９月２９日提出 

所管部署 総務部 財政課 関係部署 全部署 

  

 

事 

 

業 

 

内 

 

容 

（実施内容） 

受益者負担の公平性を確保するため、施設別の行政コストから料金原価の算出、

受益者負担水準の設定など算定根拠の明確化を図るとともに、減免基準等の見直し

を行い、適正化を図る。 

（効果・目標） 

各施設の設置目的、性質、利用形態や公的関与の度合い、及び収益性の観点から、

建設費用及び維持管理費用に対する公費と私費の負担割合を検証することで、受益

者負担の公平性が確保される。 

（市民参加、共創・協働） 

  

（実施年度） 

     

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

実施 → → → 

 

 

取 

 

組 

 

状 

 

況 

（１）取り組み状況及び目標達成状況 

 受益者負担の公平性を確保するため、施設を持っている関係部署には予算編成

ヒアリング時に、不採算施設の利用料金の見直しや統廃合、減免基準等の見直し

の検討を行うよう促すとともに、施設管理費の一部見直しを行い、経費削減を図

った。 

 

 達成出来た 〇 一部達成出来た  達成出来なかった 

（２）市民参加、共創・協働の状況 

 

 

問

題

点 

公共施設個別施設計画に基づき、施設の統廃合に向けて検討を進めている部署も 

見受けられるが、ほとんどの部署が利用料金の見直しまで踏み込むことができない 

でいた。 

今

後

の

方

策 

 公共施設個別施設計画に基づく施設の統廃合・譲渡により、更新費用の縮減を進

めているが、現在の使用料収入で施設を将来にわたり維持していくことは非常に困

難な状況にある。維持管理費と使用料収入の不足分を税金等で賄うことは、結果と

して、社会福祉等の本来公共が負担すべき財源を圧迫するほか、更新費用の負担を

将来世代へ先送りしてしまうこととなり、将来にわたる安定した公共サービスの提

供が難しくなる。 

継続して安定した公共サービスの提供を可能とするためには受益者負担の公平

性を図る必要があるため、担当課には使用料等や減免基準等の見直しを十分に検討

してもらう必要がある。 
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番号  ５４  項 目 名 受益者負担の適正化 

 壱岐市行政改革推進本部長  眞鍋 陽晃 副市長 

 

 

 

評 

 

 

 

 

 

 

価 

 

 

限られた財源の中で収支のバランスの取れた健全な財政運営を維持していく

ため、施設利用や各種行政サービスの提供について、受益者負担の適正化を図る

必要がある。今後は、壱岐市財政基盤確立計画に基づき、財政基盤の確立に向け

て全庁的な取組を進められたい。 

 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 

意 

見 

・ 

講 

評 

  

 公共施設等の利用については、「受益者負担」が原則である。利用する人が利用 

料を払うのは当然であり、担当課で使用料や減免基準の見直しをされたい。 

壱岐市財政基盤確立計画に沿って、全庁的に足並みを揃えて取り組んでいただ 

きたい。 
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